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１．はじめに  

 

わが国初の重症熱性血小板減少症候群(severe fever 
with thrombocytopenia syndrome：SFTS）の患者が 2013

年１月に確認後 1
）、西日本の各県から患者報告が続き²⁻⁴⁾、

しかも、死亡率が高い傾向があることから全国的に注目さ
れた。これまでわが国ではマダニ媒介性ウイルス感染症は、
北海道におけるダニ媒介性脳炎の 1例⁵⁾のみであった。一
方、SFTSについては中国で 2009年に患者報告があり、
病因物質はフタトゲチマダニHaemaphysalis longicorn- 

nnis（Hl）およびオウシマダニ Boophilus microplusが媒
介する、SFTSウイルスと特定されていたものの⁶⁻⁷⁾、国
内におけるマダニの SFTSウイルス保有状況調査は、患者
発生がなかったことから全く実施されていなかった。 
これまで県内におけるマダニ調査は、中部地方以北で発

生が見られるライム病および 2004年にわが国で初めて本
県で患者が確認された紅斑熱群リケッチア症について、媒
介種の分布調査およびそれらのマダニにおける病原体保
有調査⁸⁻¹º⁾を行って来た。各々の媒介種は前者がシュルツ
ェマダニ Ixodes pelsulcatus（Ip）、後者がヒトツトゲマダ
ニ I. monospinosus（Im）であり、本県において生息する
標高は前者が 1,000ｍ以上、後者が 400～1,200mである
ことから、フタトゲチマダニが生息する低い標高での調査
は特に嶺北地方ではあまり実施して来なかった。そこで、
今回、国立感染症研究所（以下、感染研と略す）が主導す
る「SFTS制圧にむけた相互的研究」に一部参画し、フタ
トゲチマダニが属するチマダニ属Haemaphysalisを主に
低山帯を中心にマダニ分布を調べ、さらに感染研において
マダニから SFTSウイルス遺伝子の検出を試みた。 
 

２．材料および方法 
 
２．１ 材料 
２．１．１ 調査期間および調査地域 
2013年夏季（5～7月）は福井県越前地区の浄法寺山①、

吉峰寺②、城山③、越知山④、日野山⑤、鬼ヶ岳⑥、奥越
地区の大師山⑦、勝山市谷のブナの道⑧、取立山⑨、赤兎
山⑩、大長山⑪、飯降山⑫および若狭地区の野坂岳⑬、三
方石観世音⑭および百里ヶ岳（鯖街道）⑮の計 15 ヶ所で
延べ 17 回実施した（図１）。同年秋季（9～10 月）には、
夏季の調査で SFTS ウイルス遺伝子保有マダニが確認さ
れた浄法寺山、城山、大師山、野坂岳および三方石観世音
の 5ヶ所の他に、奥越地方の荒島岳⑯を追加して実施した。 
 

*1  国立感染症研究所獣医科学部 
*2  福井大学医学部 

 

 

合計すると 16ヶ所で延べ 23回実施した。調査地域の標高 
は約 50～800m の地域が 13 ヶ所および 1,100m 以上が 3

ヶ所であった。  

２．１．２ 材料 
フランネル法により植生上から採集したマダニ 985 個

体を成書¹¹⁻¹²⁾を参考に同定し、そのうち成虫 111 個体、
若虫 544個体および幼虫 40個体の計 695個体をウイルス
遺伝子検査に供した。成虫は個別に、若虫および幼虫は地
域別および採集時期別に 2～5 個体プールして 1 検体とし
た。なお、遺伝子検査に供したマダニは、6月末までの採
集個体は-80℃に凍結保存した個体、7月以降は生存した個
体を用いた。 

 

２．２ 方法 
２．２．１ マダニからの RNA の直接抽出 
 マダニの入った破砕チューブに IsogenⅡ(NipponGene)

を添加し、BEATER（家田貿易）で破砕後、水を加え激し
く混和し、夾雑物を遠心沈澱させた。回収した上清から DNA、
タンパク質、ポリサッカライド等を除去するために、
p-Bromoanisole（Wako）を添加して遠心除去を行った。
得られた RNA 抽出用液を濃縮するために、2-プロパノール
およびエタ沈メイトを添加混和し、遠心後上清を取り除き、
75％エタノールを添加・上清除去を 2回繰り返し、乾燥さ
せた。20µLの水を添加・溶解後、ナノドロップ（LMS社）
で RNA濃度を測定し、用事まで-80℃で保存した。 

２．２.  ２ 抽出された SFTS ウイルスの RNA の PCR 
マダニから抽出した RNAの 1/10量を、SFTSウイルス

のSセグメントを標的とするMGBプローブを用いたリア
ルタイム RT-PCRで検査し、10コピー/reaction以上）を
陽性とした。 
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⑮ 図１ マダニ採集地 
 （番号毎の地名は本文中に示す）
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３．結果 
 
３．１ 採集マダニ種 
３．１．１ 夏季および秋季採集分 

採集個体はチマダニ属ではHl、キチマダニH. flava（Hf）、
オオトゲチマダニH. megaspinosa（Hm）、ヒゲナガチマ
ダニH. kitaokai（Hk）およびヤマトチマダニH. japonica

（Hj）の 5種類、マダニ属（Ixodes）では Ip、Im および
I. ovatus（Io）の 3種類、その他にタカサゴキララマダニ
Amblyomma testidinarium（At）およびタイワンカクマ
ダニ Dermacentor taiwanensis（Dt）の計 4属 10種類で
あった。 

地域別、採集時期別、種類別および発育段階別に採集個
体数を表 1 に示す。夏季ではフタトゲチマダニが 7 地点、
キチマダニが 13 地点、オオトゲチマダニが 6 地点、ヒゲ
ナガチマダニが 3地点、タカサゴキララマダニが 9地点お
よびタイワンカクマダニが７地点から採集できた。また、
成虫が 10個体以上採集できたのは、フタトゲチマダニ、 
キチマダニ、ヒゲナガチマダニ、タカサゴキララマダニ、
タイワンカクマダニなどで、このうち若虫が 100個体以上
採集できたのは前二者のみであった。秋季ではフタトゲチ
マダニが 2地点、キチマダニが 6地点およびオオトゲチマ
ダニが 3 地点から採集できた。成虫が 10 個体以上採集で
きたのはオオトゲチマダニのみで、若虫で 30 個体以上採
集できたのはキチマダニおよびオオトゲチマダニであっ 
た。合計すると成虫 269個体、若虫 607個体および幼虫 
109個体であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
種類別にみるとヒゲナガチマダニは若狭地区のみで採 

集でき、オオトゲチマダニは若狭地区で優勢で、フタトゲ
チマダニは県東北部で確認されなかった。一方、大型種の
タイワンカクマダニとタカサゴキララマダニは比較的広
範囲で得られた。 

３．１．２ 夏季と秋季採集分の比較 
夏と秋の両季に採集した 5地点のうち、大師山、浄法寺

山および城山の 3地点は、秋季はいずれの地点でもキチマ
ダニ若虫 6～9 個体のみで、フタトゲチマダニなど 3 種類
は採集できなかった。一方、若狭地区の野坂岳および三方
石観世音では、秋はヒゲナガチマダニなど 2種類が採集で
きず、フタトゲチマダニ若虫が 2個体ずつの採集であった
のに対し、オオトゲチマダニ成虫は 10個体と 29個体、同
若虫は 34個体と 46個体採集できた（表１）。 

 
３．２ SFTS ウイルス遺伝子 
３．２．１ SFTS ウイルス遺伝子保有状況 

SFTS 遺伝子ウイルス検出マダニ種は夏季ではフタトゲ
チマダニ若虫、キチマダニ若虫、オオトゲチマダニ若虫 、
ヒゲナガチマダニ♂およびタイワンカクマダニ♀の 4 種
類で、計７検体であった（表２～３）。即ち、陽性検体は
フタトゲチマダニ若虫 143 個体をプールした（以下、「プ
ールした」を略す）30検体中 1検体、キチマダニ若虫 201

個体の 41 検体中 3 検体、オオトゲチマダニ若虫 66 個体
の 14検体中 1検体、ヒゲナガチマダニ成虫 6検体中 1検
体（16.7％）およびタイワンカクマダニ成虫 19 検体中 1

検体（6.3％）であった。なお、タカサゴキララマダニは、 

表１　マダニ採集結果
Hk Dt Io Ip Im

成虫 若虫 成虫 若虫 成虫 若虫 成虫 成虫 若虫 成虫 若虫 成虫 成虫 成虫 成虫
鯖街道 200～500 5月25日 1 18 1 1 20¹⁾ 5

5月25日 1 58 1 6²⁾ 5 3

10月14日 2³⁾ 2 4 29 46⁴⁾
5月25日 58 1 1 40 4 1

10月14日 2⁵⁾ 1 6 10 34⁶⁾
6月1日 1 20 4 1 1 1

10月6日 6

6月1日 2 2 20 1 5

10月6日 9

6月8日 1 49⁷⁾ 1 5 2 2

9月28日 7

越知山麓 350～500 6月9日 9 3 37 6

飯降山 200～600 6月16日 5 35 1 1 4 4

吉峰寺 100～200 6月22日 2 1 1 2

6月29日 2 9 8 40 1 7 6 9 1

7月7日 1 1 5 9 1 1 11 5 10 1

谷 ブナの道 500～700 7月10日 1 1 1 8

7月10日 1 2 1 13 7 1

7月26日 2 4 29

鬼ヶ岳 100～550 7月20日 7 4⁸⁾ 1 1

赤兎山 1100～1,600 7月21日 1 18 1

大長山 1,400～1,600 7月21日 16 2⁹⁾
荒島岳 500～800 9月29日 2 1 1

その他の採集個体：幼虫；1) 1個体　2) 20個体　3) 3個体 4 )20個体 5) 5個体 6) 20個体 7) 20個体 8) 20個体　 若虫； 9) 1個体
Hl：フタトゲチマダニ、Hf：キチマダニ、Hm：オオトゲチマダニ、Hk：ヒゲナガチマダニ、Hj：ヤマトチマダニ
At：タカサゴキララマダニ、Dt：タイワンカクマダニ、Io：ヤマトマダニ、Ip：シュルツェマダニ、Im：ヒトツトゲマダニ

日野山 100～800

取立山 1,000～
1,300

浄法寺山 350～600

城山 200～400

大師山 150～550

Hj At

三方
石観世音 50～100

野坂岳 200～400

採集地 標高(m) 採集月日
Hl Hf Hm
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成虫 8個体および若虫 17個体すべて陰性であった。 

一方、秋季ではフタトゲチマダニ若虫、キチマダニ若虫、 
オオトゲチマダニ成虫および若虫の 3種類で、計 22検体
であった（表２～３）。即ち、陽性検体はフタトゲチマダ 
ニ若虫 4個体の 2検体中 2検体、キチマダニ若虫 32個体
の 9 検体中 4 検体、オオトゲチマダニ成虫 34 個体中 12

個体（35.3％）、同若虫 77個体の 17検体中 4検体であっ
た。夏季に陽性個体が確認された 5地点のうち 4地点で陽
性個体が確認された。プール検体から検出された若虫にお
ける SFTSウイルス遺伝子保有率は、たとえば、夏季のフ
タトゲチマダニは野坂岳では 1.7～8.6％であった。また、
キチマダニは夏季の城山で 5.0～25％および夏季の大師山
では 4.1～20.4％、オオトゲチマダニは野坂岳では夏季は
2.5～12.5％および秋季は 5.9～26.5％、および秋季の三方
石観世音では 4.7～16.3％であった（表２）。 
３．２．２ 検出コピー数 
 SFTS 遺伝子が検出された夏季の 7 検体のコピー数
/reactionは、フタトゲチマダニは 23.6、キチマダニは 30.6、
38.7 および 35.5、オオトゲチマダニは 60.7、ヒゲナガチ
マダニは 26.3およびタイワンカクマダニは 64.3で、7検
体すべてが 10²未満のコピー数であった。 
 一方、秋季の 22検体のコピー数/reactionは、フタトゲ
チマダニは 458および 449、キチマダニは 18.2～908、オ
オトゲチマダニ成虫は 11.7～353が 9検体および 1,110～ 
4,990が 3検体、同若虫は 324～30,500であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

４．考察 
 

SFTS ウイルスは 3 分節の 1 本鎖 RNA を有する RNA

ウイルスであり、クリミア・コンゴ出血熱ウイルス¹³⁾など
と同じブニヤウイルス科でフレボウイルス属に分類され 

表２　マダニにおけるSFTSウイルス遺伝子検査結果
採集 Hk Dt Io Im

月 成虫 若虫 成虫 若虫 幼虫 成虫 若虫 幼虫 成虫 成虫 若虫 成虫 若虫 成虫 成虫 成虫
鯖街道 5月 0/1 0/4/18¹⁾ 0/1²⁾ 0/4/20 0/2

5月 0/12/58 0/2/6 0/4/20 1/3

1/1/2 0/2 1/1/4 10/24 2/10/43

41.7％ 4.7～16.3％
1/12/58 0/1 0/1 1/8/40 0/1

1.7～8.6％ 2.5～12.5％
1/1/2 0/1 1/2/6 2/10 2/7/34

20.0％ 5.9～26.5％
6月 0/1 0/4/20 1/1

10月 0/2/6

0/2 1/4/20 0/5

5.0～25％
10月 1/2/9

2/10/49 0/4/20 0/1 0/1/4 0/2 0/2

4.1～20.4％
9月 1/2/7

越知山麓 6月 0/3 0/8/37 0/2/6

飯降山 6月 0/5 0/7/35 0/1 0/1 0/4 0/4

吉峰寺 6月 0/2

日野山 6月 0/2 0/2/9 0/8 0/8/40 0/1 0/7 0/2/6 0/9 0/1

ブナの道 7月 0/1 0/1

取立山 7月 0/1

鬼ヶ岳 7月 0/1 0/1

赤兎山 7月 0/1

荒島岳 9月 0/1

1) 陽性数/検体数(プール）/マダニ個体数　　2) 陽性数/検体数

Hf

三方
石観世音

野坂岳

10月

5月

10月

Hj

浄法寺山

城山

大師山

At採集地 Hl Hm

6月

6月

マダニ種 採集月 成虫 若虫 ¹⁾
フタトゲチマダニ 5～7月 0/4 1/32/147 ²⁾

10月 - 2/2/4

キチマダニ ³⁾ 5～6月 0/20 3/41/201

9～10月 0/3 4/9/32

オオトゲチマダニ ³⁾ 5月 0/2 1/14/66

10月 12/34 4/17/77

ヒゲナガチマダニ 5月 1/6

ヤマトチマダニ 6～9月 0/1 0/4/4

タイワンカクマダニ 6～7月 1/19

タカサゴキララマダニ 6月 0/8 0/6/17

ヤマトマダニ 6月 0/13

ヒトツトゲマダニ 6月 0/1

1) 若虫と幼虫は2～5個体で1検体（プール検体）
2) 陽性数/検体数/検査個体数 3) 幼虫 0/4/20

表３　マダニ種別のSFTSウイルス遺伝子保有状況
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る¹⁴⁾。ブニヤウイルス科に共通して見られる性質から、
SFTSウイルスは酸や熱に弱く、消毒用アルコールや台所
用洗剤、紫外線の照射によって急速に失活すると考えられ
ている¹⁵⁾。 
感染研がSFTSウイルス遺伝子保有種¹⁶⁾としたマダニ5 

種（フタトゲチマダニ、キチマダニ、オオトゲチマダニ、
ヒゲナガチマダニおよびタカサゴキララマダニ）が本県内
で再確認でき、南方系のタカサゴキララマダニおよびタイ
ワンカクマダニの生息も広いことが新たに判明した。 
夏季と秋季のマダニ採集結果を比較すると、大師山、浄

法寺山および城山の 3地点では、キチマダニ若虫が夏季に
比べ秋季はかなり少なく、さらに夏季に採集できた他の 3

～4種類のマダニは全く採集できなかった。一方、若狭地
方の野坂岳および三方石観世音では、秋季はヒゲナガチマ
ダニ、タカサゴキララマダニおよびフタトゲチマダニは採
集できないか、あるいは極めて少数しかできなかったもの
の、オオトゲチマダニ成虫は両地域で、同若虫は三方石観
世音では夏季に比べ多く採集できたのが特筆される。 

感染症発生動向調査で届けられた SFTS 症例の概要
(2013年 1月 1日～12月 25日)では、40名の患者報告が
あり、そのうち 5 月に 12 名、次いで 7 月に 8 名、8 月に
5 名と、5 月にピークを示していることから、春～夏に刺
咬される機会が多いことを示している¹⁷⁾。 
ちなみに、フタトゲチマダニの季節的消長については仙

台市内の公園における調査報告¹⁸⁾がある。それによると、
若虫は 5月から現れ 7月にピークを示し 9月まで活動して
いる。また、成虫は 7月と 8月にのみ採集されており、今
回の若狭地方の成績は同様の結果が得られたと思われる。 

フタトゲチマダニにおける SFTS ウイルス遺伝子保有
状況については、中国の SFTS患者発生地域の 2か所の調
査によると、Hubei地区では牛、山羊および犬などへの寄
生個体、および茶畑での採集個体では 10/2,432（0.41％）、
Henan地区では 8/1,066（0.75％）で、非発生地区の個体
を含めたプール検体では 18/365（4.9％）であった⁷⁾。今
回の夏季のフタトゲチマダニ若虫における保有率は野坂
岳では 1.7～8.6％であった。また、検査個体数が多かった
キチマダニ若虫およびオオトゲチマダニ若虫における保
有率は、最小に想定した場合、前者は 4.1～5.0％、後者は
2.5～5.9％の範囲でこれら 3種類のマダニにおける保有率
は同様と思われた。しかし、地区ごとにみると調査個体数
はまだ少ないものの、現時点では、これらのマダニのうち、
ヒト嗜好性の高いフタトゲチマダニおよびキチマダニに
は特に注意を要すると思われた。 
SFTS ウイルス遺伝子保有コピー数/reaction は、夏季

は 7検体ともに 10²未満であったが、秋季ではフタトゲチ
マダニは 10²台、キチマダニは 10²および 10³台が各 2検体、
およびオオトゲチマダニは 10³が 5 検体および 10⁴が 1 検
体など、秋季の方が高い傾向をみた。 
今後は、SFTSウイルスの生息域が拡大していると考え

られることから¹⁹⁾、今回検査できなかったシュルツェマダ
ニおよび SFTS ウイルス遺伝子が確認されなかったタカ
サゴキララマダニを含め、さらなる調査が必要と思われた。 

 
５．まとめ 

 
2013年夏季および秋季に、県内の山間部 16地点におい

て、延べ 23 回、マダニ採集を試み、SFTS ウイルス遺伝子
検出も行った。その結果、4 属 10 種類 985 個体のマダニ

が採集でき、695個体の遺伝子検査を行った。SFTSウイ
ルス遺伝子が陽性となったマダニは、フタトゲチマダニ、
キチマダニ、オオトゲチマダニ、ヒゲナガチマダニおよび
タイワンカクマダニの 2属 5種であった。県内にも広く分
布するタカサゴキララマダニについては、今回、陽性個体
は確認できなかった。 
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福井県における微小粒子状物質（PM2.5）の挙動（第 4 報） 
－平成 22～25 年度の調査結果から－ 

 

泉 宏導・酒井忠彰・谷口佳文・福島綾子 
 

Characteristics of PM2.5 in Fukui Prefecture (4) 

- Analysis of FY2010-2013 Data - 

 

Hiromichi IZUMI, Tadaaki SAKAI, Yoshifumi TANIGUCHI, Ayako FUKUSHIMA 

 

 

１．はじめに  
 

健康被害の原因となることが懸念され平成 21年に環境
基準が定められた PM2.5 について、福井県内の濃度の実
態を把握し、今後の常時監視体制構築や発生源対策の基礎
資料となる知見を得るため、平成 22年度より自動測定機
による調査を開始した。 

本報では、平成 25 年度までの測定データをもとに、
PM2.5の実態について解析した結果を報告する。 

 

２．調査方法 
 

平成 22 年度より 2 台の自動測定機（表 1）により、1

地点（福井局）は通年測定（注）、他地点（県大気汚染測
定局 16局、自排局を含む）は測定機を移設しながら調査
を開始した。平成 25 年 3 月より同一機器を追加整備し、
通年測定を 6局体制で（図 1）調査を行った。 

 

表 1 PM2.5 測定機 

型式：APDA-3750A（（株）堀場製作所製） 

測定原理：β線吸収方式 

PM2.5分粒方式：VSCCサイクロン方式 

(注)福井局の測定機は環境省の PM2.5 モニタリング
試行事業で導入したものであり、測定データは環境省
に帰属する。 

 

 

  
図 1 PM2.5 通年測定局配置図 

 

 
３．結果および考察 

 

３．１ 福井局の PM2.5 濃度 

福井局の年平均値（表 2）は、22年度は 15.9μg/m
 3で

環境基準（「15μg/m
3以下」）非達成、23年度は 13.5μg/

ｍ3、24年度は 14.8μg/ m
 3と環境基準を達成し、減少す

る傾向に見えたが、25年度は 16.5μg/m
3と環境基準非達

成となった。PM2.5 濃度の長期傾向の判断には、さらな
る測定データの蓄積が必要である 

また、日平均値の環境基準達成評価（年間 98パーセン
タイル値）では、22 年度は 46.1μg/m

3で環境基準（「35

μg/m
3以下」）非達成であったが、23年度は 32.6μg/m

3、
24年度は 35.0μg/m

3と環境基準を達成していた。しかし
ながら、25年度は 44.9μg/m

3と年平均値同様、環境基準
を超過した。 

表 2 福井局 PM2.5 濃度[単位：μg/m3] 
 22年度 23年度 24年度 25年度
年平均値 15.9 13.5 14.8 16.5 

日平均値 46.1 32.6 35.0 44.9 

 

また、PM2.5 と SPM、NOx、Ox の関係について、全
測定期間（図 2）、夏季のみ、PM2.5高濃度日（35μg/m

3

超過時、以下同じ）と区別して関連性を見たところ、いず
れの場合も PM2.5－SPM 間には高い相関があったが、
PM2.5－NOx間の相関は低かった。PM2.5の二次生成機
構研究により関連性が示唆 1)されている PM2.5 と Ox に
ついては、福井局においては高い相関は見られなかった。 
 

 

  

図 2 PM2.5 と他汚染物質との関係（日平均値） 
＜福井局の全測定期間 H22～H25＞ 

ノート 

＜各相関係数＞ 
PM2.5-SPM ：r = 0.91

PM2.5-NOx ：r = 0.15

PM2.5-Ox  ：r = 0.31
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３．２ 平成 24年度までと平成 25年度の比較 

図 3に 22~25年度の福井局のPM2.5日平均値の年間変
動を示した。 

平成 24年度までの特徴として、これまでの報告（セン
ター年報 11

3））により次の知見が得られている。①黄砂日
に高濃度となる率が高い②県内各地の測定と福井局では
日平均濃度の変動パターンが類似している。③高濃度日は
冬（2月頃）から春（5月頃）にかけて多く出現しており、
これは全国的な傾向である。 

これに対して、平成 25年度は過去の年度に比べ濃度が
高く、夏季および 2月後半以降に高濃度が多く出現した。 
平成 25年度に通年測定を行った 6局の日平均濃度変動

を図 4に示す。通年測定を行ったすべての局の日平均濃度
変動パターンは類似しており、平成 22年から通年測定を
行っている福井局とのアベレージ比は 0.85～1.04、相関
係数は 0.93～0.98と高い相関があった。(表 3) 

 

 

 

 

 

表 3 PM2.5 日平均濃度（平成 25 年度）福井局との比較 
（同日測定日） 小浜 敦賀 神明 大野 三国 
福井との ave比 0.8505 0.9658  1.0413  0.9301 0.9477 

相関係数 0.9343 0.9485  0.9797  0.9477 0.9757 

これらのことから、PM2.5 は広域性の強い大気汚染物
質といえる。 

また、月別平均値（図 5）で季節変動をみると、局毎の
変動傾向は同じであるが、地点により濃度差が見られた。
また、22~24年度とは異なり、冬から春にかけてだけでは
なく 7、8月の濃度（日平均値の月別平均値）が高くなっ
た。 

 

0.0
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３．３ 県内濃度分布 

平成 25年度の濃度分布を表 4に示す。なお、通年測定
を行った局については年平均値、移動機器による測定を行
った局については、福井局との平行試験データの比と福井
局年平均値により算出した値に、さらに機差補正し推定年
平均値を求めた。 

これらの値を比較すると、福井局や敦賀局などの市街地、
神明局などの工場近隣地、および自動車排ガス局の濃度が

 図 3 福井局の PM2.5 日平均値の年間変動（  は黄砂観測日 2）） 

図 5 PM2.5 月別平均値（平成 25 年度） 

 図 4  PM2.5 日平均値の濃度変動（平成 25 年度）



－ 70 －

　　　　　福井県衛生環境研究センター年報　第 12 巻（2013）　　　　　
 

 

- 70 - 

 

高い傾向にあることが見て取れる。また推定値ではあるが、
平成 25年度は県内 17測定局のうち 14局で環境基準（年
平均）を超えていた可能性がある。 

表 4 平成 25 年度県内濃度分布 
年平均値<通年測定局>　（μg/m

3）
地点 小浜 敦賀 神明 大野 福井 三国
PM2.5 14.2 16.1 17.2 15.4 16.5 15.7

推定年平均値　（μg/m

3）
地点 今立 武生 自排福井 金津 坂井 麻生津
PM2.5 14.2 14.9 16.3 15.6 16.3 16.5

（測定期間） 4/1-

　4/30
5/2-

　6/2
6/4-

　7/2
7/4-

　8/4
8/6-

　9/4
9/6-

　10/6
地点 センター 自排丹南 和久野 自排敦賀 三方
PM2.5 15.4 24.6 14.7 15.3 15.6

（測定期間） 10/8-

　11/5
11/7-

　12/5
12/7-

　1/8
1/10-

　2/9
2/11-

　3/11
 

 

３．４ 高濃度日出現状況 

平成 25年度 PM2.5濃度の高濃度日を表 5に示す。 

 
μg/m

3

小浜局 敦賀局 神明局 大野局 福井局 三国局
25/5/14 39.5 36.8 42.2 45.6 51.4

25/5/22 37.8 36.7 39.5

25/7/26 41.6 39.7 40.6 35.4 43.1 45.1

25/7/27 45.8 51.3 44.7 39.8 47.8 48.2

25/7/28 44.1 43.4 43.7 36.9 44.2 48.8

25/7/30 41.8 35.5 36.6 44.4

25/7/31 36.8 35.3 38.8 35.6

25/8/9 39.4 41.1 38.0 39.2 36.8

25/8/10 42.7 40.1 41.5 46.1 44.9 39.0

25/8/11 42.1 45.5 44.9 48.6 46.6

25/8/12 41.7 42.7 43.0 38.2 45.8 46.0

25/8/13 40.0 39.0 36.3 42.3 41.2

25/8/15 38.5 35.8 36.5

25/8/16 42.0 38.1 40.8 36.7 40.2 40.3

25/9/12 37.9 38.9 45.0 欠測
25/9/13 39.3 37.6 36.9 48.2 39.0 41.2

25/9/14 38.4

26/2/25 55.8 61.3 57.5 49.2 59.0 57.1

26/2/26 65.0 65.0 69.3 52.1 79.3 80.6

26/3/12 36.5

26/3/16 38.3 39.8 41.1 35.7 42.0 40.8

26/3/17 47.2 53.0 49.5 44.4 50.3 48.6

26/3/18 42.6 38.6 35.8 42.4

26/3/24 38.5 40.3 40.5

 

福井局での高濃度日は、測定を開始してから最も多かっ
た平成 22年度の 18日を上まわる 19日となったが、これ
まで高濃度日との関連が示唆されている黄砂観測日は 1

日もなかった。また、月平均濃度の推移と同様に高濃度日
も冬から春にかけてだけでなく夏季(7~9月)に多く出現し
た。その原因は、後方流跡線解析や大気汚染微粒子飛来予
測から、気圧配置など気象条件に伴う東アジアからの越境
汚染と、国内移流の複合的要因によるものと考えられる。 
表 5の網掛けは高濃度日毎の最高濃度を示しているが、

年平均値の高い神明局および福井局の頻度が高いわけで
はなかった。 

 
３．５ 県内各局の時間変動 

 図 6に 25年度の通年測定局の PM2.5濃度の時刻変動
を示す。 

 

図 6 PM2.5 時刻平均濃度（平成 25 年度） 
濃度に差があるもののすべての局で 8時付近に最小値

を示した後、徐々に上昇し、その後小浜局以外は同じよう
な変動パターンを示した。こうした濃度変動の要因として、
日照や人為的活動が濃度変動に影響しているのではない
かと考えられるが、原因物質や発生源が究明されていない
ため、推測の域を出ない。 

 

３．６ 平成２６年２月の高濃度事例 

PM2.5が大気汚染物質で健康に影響を及ぼす可能性が
あることが認知され、住民の注意意識が継続して高まって
いる。福井県が定めている PM2.5注意喚起マニュアルで
は、1日平均値が 70μg/m

3を超えると予想される場合に
注意喚起を実施することとなっている。その判断基準は、
①測定局の内のいずれかの局で、5時から 7時の 1時間値
の平均値が 80μg/m

3を超えた場合、②測定局の内のいず
れかの局で、5時から 12時までの 1時間値の平均値が 75

μg/m
3を超えた場合である。 

なお、この基準の値については本研究のデータを基に定
められた。 

 

表 6 平成 26 年 2月 26 日の濃度状況 (μg/m3) 
小浜 敦賀 神明 大野 福井 三国
62.7 75.0 64.3 63.3 74.7 75.3

60.8 76.0 68.6 61.8 78.5 76.8

65.0 65.0 69.3 52.1 79.3 80.6

5～12時平均
日平均濃度

2月26日
5～7時平均

 

 

表 6 に平成 26 年 2 月 26 日の濃度状況を示す。この日
の 5 時から 12 時の 1 時間の平均値が 75μg/m

3を超えた
ため、福井県で初めて注意喚起を行った。 

実際の日平均値では、福井局および三国局で環境省指針
となる 70μg/m

3を超えた。ここで、平成 26年 2月 25日
から 27日の状況について、考察を行う。 

図 7に PM2.5時間濃度の推移を示す。 

濃度上昇時に着目すると、大野局のみ遅れ、他の局はほ
ぼ同時に上昇している。各測定局の位置関係から考えると、
高濃度で広範囲の気塊が北西から飛来したのではないか
と推察できる。 

濃度下降時においては、局ごとに時間の差が見られ、そ
の共通する要因は、今回のケースでは「北寄りから南寄り
への風の変化」であった（表 7）。これらのことから、高
濃度の気塊は福井県に到達した後、ほとんど南下せず、南
寄りの風によって高濃度の域を脱したのではないかと考
えられる。 

表 5 高濃度日の出現状況（平成 25 年度） 
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図 7 平成 26 年 2月 25～27 日 PM2.5 濃度推移 
表 7 平成 26 年 2月 26 日風況 

三国
福井
神明
大野
敦賀
小浜

11時より北寄り21時より南寄り
10時より南寄り
11時より北寄り16時より南寄り
11時より北寄り20時より南寄り

26日　風の状況
12時より北寄り24時より南寄り
13時より北寄り20時より南寄り（1m以下）

 

また、27日の 6～7時の雨量観測とともに 35μg/m
3以

下への急激な下降が見られ、雨による濃度減少とも考えら
れるが、これらの濃度変化の要因については、今後のデー
タの蓄積および解析が必要である。 

2月26日に日平均値が70μg/m
3をこえた府県は、福島、

新潟、富山、石川、福井、大阪、兵庫、香川であり、北陸
を中心として広域的に高濃度となった。 

ここで、同日の北信越地域の状況を図 8に示す。 

なお、石川県は白山市馬場の松任局、富山県は射水市中
太閤山の小杉太閤山局、新潟県は新潟市東区の大山局の速
報値 4)である。 
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図 8 平成 26 年 2月 25～27 日北陸 PM2.5 濃度推移 
 

高濃度気塊がどの地域からのものかを推定するため、 

図 9に 2月 26日 0時を起点とした 5日間の後方流跡線解
析（NOAA HYSPLIT MODEL）5)を示す。 

各県の濃度変動パターンおよび後方流跡線解析の結果
から、2 月 26 日の高濃度は同一セクターである北東アジ
アからの気塊によりもたらされたと考えられる。 

なお、環境省からの発表 6)では、大陸からの越境汚染と、
移動性高気圧の影響により都市汚染も含めて大気汚染物
質が底流しやすい状況にあったことが複合して濃度上昇
となった可能性が高いとされている。 

 

 

 

 

４．まとめ 
 

22～25 年度の測定および解析結果から本県の PM2.5

の実態について以下のことが分かった。 

①福井局の PM2.5濃度は、22年度は環境基準非達成、23、
24年は達成となったが、25年度は福井局を含め通年測定
を行った県内すべての観測局で環境基準非達成となった。 
②季節変動について、22～24年度の 3年間では、高濃度
が冬から春にかけて多くみられたが、25 年度は夏に多く
出現しており、これは全国的な傾向であった。 

③県内各地の日平均濃度パターンは類似しており、またそ
の濃度は同程度で相関も高い。これより本県の PM2.5 濃
度は広域汚染による寄与が大きいことが示唆される。 

④平成 26年 2月の注意喚起となった高濃度事例では、高
気圧の動きに合わせ北東アジアからの越境汚染の影響が
原因である可能性が高いと考えられる。 
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－ 72 －

　　　　　福井県衛生環境研究センター年報　第 12 巻（2013）　　　　　

 

- 72 - 

 

福井県におけるヒトボカウイルスの検出 
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Detection of Human Bocavirus in Fukui Prefecture 

 

Eiko HIRANO, Nozomi NODA, Kazuaki KOWADA, Masako NAKAMURA, Katsuhiko OMURA  

 

 

 

１．はじめに  
 

 ヒトボカウイルス （HBoV） はパルボウイルス科パル
ボウイルス亜科ボカウイルス属に属し、全長約 5.3kbの一
本鎖 DNAウイルスである 1)。ヒトに疾患を起こすパルボ
ウイルスは伝染性紅斑熱の原因であるパルボウイルス
B19のみと考えられていたが、HBoVは 2005年にスウェ
ーデンにおいて急性呼吸器感染症患者から発見された 2)新
しいパルボウイルスであり、その後各国からも同様の報告
がされている 3-6)。HBoVの遺伝子型は 1～4型（Group1

～4）が報告されており、Group1は主に呼吸器検体、Group 
2、3および 4は主に便検体から検出されている 7)。 

 HBoVは主に小児の呼吸器疾患を引き起こし、症状は他
の呼吸器ウイルスと同様に、発熱、咳嗽および鼻汁等であ
るが、喘鳴や肺炎を引き起こし重症化した報告 8,9)もある。 

福井県ではこれまで呼吸器感染症におけるウイルスサ
ーベイランスとして、インフルエンザウイルス、 Respira- 
tory Syncytialウイルス（RSV）、ヒトメタニューモウイ
ルス（HMPV）、ライノウイルス（HRV）およびアデノウ
イルス（AdV）などの検出を主に実施してきたが、年によ
り約 45％の検体において起因ウイルスが特定されていな
い 10)。そこで、県内の呼吸器感染症へのHBoVの関与を
把握するため新たにHBoVの検出を実施したのでその結
果を報告する。 

 

２．方法 
 

２．１ 検査材料 
 2007 年1月～2013年12月に県内の医療機関を受診し、
インフルエンザ様疾患を除く上気道炎、下気道炎等の呼吸
器感染症を呈した患者から採取された咽頭拭い液、鼻汁お
よび鼻腔拭い液等 927検体を試験に供した。各々の年の供
試検体数は 2007年は 131検体、2008年は 147検体、2009
年は 75 検体、2010 年は 127 検体、2011 年は 99 検体、
2012年は 67検体および 2013年は 281検体であった。 

供試検体の患者年齢は 0～91 歳（平均：4.3±12.3 歳、
中央値：1.8歳）であった。0～6歳児から採取された検体
が多く（839検体）、その検体数を表 1に示す。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

２．２ 検査方法 
２．２．１ PCR 法 
臨床検体を 0.22μm滅菌フィルターで濾過した濾液

200μLから EZ1 Virus Mini Kit v2.0（QIAGEN）を用い 

てウイルス遺伝子抽出液 60μLを得た。Allanderらの方
法 2)に準じて NP1 領域の一部を PCR法により増幅した。 
 

２．２．２ 全長ゲノム解析 
Chieochansinらの方法 11)に準じ、全領域遺伝子を 9領 

域に分けて PCRを行い、各々の領域の増幅産物を精製後
Applied Biosystems 3130 Genetic Analyzer （Life 

Technologies）を用いてダイレクトシークエンス法により
塩基配列を決定した。Molecular Evolutionary Genetics 

Analysis（MEGA） version 5
 12)を用いて近隣結合法

（Neighbor Joining, NJ法）により系統樹を作成し、ブー
トストラップは 1000回実施した。 

 
３．結果および考察 

 

３．１ 検出状況 
供試検体 927検体のうち 46検体からHBoVが検出され

た。年別の検出率は 2007 年は 7.6％、2008 年は 7.4%、
2009年は 4.0%、2010年は 5.5%、2011年は 3.0%、2012

年は 3.0%および 2013 年は 3.6%であり、平均検出率は
5.0%であった。世界各国からの報告されている HBoV の
平均検出率は 5%前後とする報告が多く 13)、県内における
検出率も同等であった。 

HBoV は秋や冬の風邪のシーズンに流行するとも言わ
れていたが、流行に季節性はなく通年的な感染を引き起こ
すと推定されている 1)。本調査でも 7月と 9月以外のすべ
ての月で検出されており、特に 5月に多く検出されていた
が、調査期間内の流行に季節性はみられなかった。また、
すべての年において HBoV が検出され、年による流行の
偏りもみられなかった（表 2）。 

ノート 

表 1 供試検体数（0～6歳児） 

年齢 0 1 2 3 4 5 6

検体数 212 254 161 98 55 33 26

表 2 検体採取年月別 HBoV 検出数 

年 ＼ 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 計
2007 4 1 5 10

2008 3 2 3 2 1 11

2009 1 1 1 3

2010 1 3 1 1 1 7

2011 1 2 3

2012 1 1 2

2013 1 2 2 3 1 1 10

計 4 4 3 3 12 6 0 5 0 2 1 6 46
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図 1 HBoV 陽性者の年齢分布 
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３．２ HBoV陽性者の年齢分布 

HBoV陽性者の年齢は 0～3歳（平均：1.4±0.8歳）であ
った（図 1）。1 歳児からの検出数が最も多く（47.8%）、
次いで 0歳児（23.8%）、2歳児（13.0%）、3歳児（10.9%）
であった。北海道における血清を用いた抗 HBoV 抗体価
を測定した結果により、HBoVは生後 6ヶ月から感染が始
まり 5歳までにはほとんどが感染するといわれている 14)。
県内における HBoV 陽性者の年齢はすべて 3 歳以下であ
り、生後 1ヶ月および 4ヶ月の乳児からも検出されており、
4歳以上の患者からは検出されなかった。北海道における
抗体調査の結果に比べ、県内における調査では 0～3 歳と
より低年齢層の小児における呼吸器感染症に関与してい
ることが示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ HBoV陽性者の臨床症状 
 HBoV陽性者の臨床症状について解析した（表 3）とこ
ろ、発熱が 46例中 42例（91.3%）と最も多かった。次い
で 25例が下気道炎、10例が上気道炎と呼吸器症状を呈し
ていた。HBoVは呼吸器感染症およびその重症化にも関与
していることが知られており 8,9)、今回の調査でも HBoV

陽性者の半数以上が下気道炎を呈していたことから、県内
においても HBoV は呼吸器感染症の重症化に関与してい
ることが示唆された。 

その他の症状として、鼻汁 6例、咳 2例、結膜炎 2例、
中耳炎 1例、発疹 1例および胃腸炎 1例であった。 

無症状のコントロール検体や HBoV に感染後 3 カ月以
上経過した患者検体から HBoV が検出された報告もあり
15)、感染症とウイルスの因果関係については不明な点も多
く今後も継続した調査が必要である。 

 

３．４ 重複感染 
HBoV と同時に他の呼吸器ウイルスについても検出を

行ったところ、HBoV が検出された 46 例のうち 28 例
（60.8%）において RSVやHRV等との重複感染が確認さ
れた。内訳は RSV が 13 例、HMPV が 4 例、HRV が 5

例、AdVが 3例、B群コクサッキーウイルス 3（CoxB3）
が 1例、ピコルナウイルスが 1例、HRVおよび AdVとの
3種類での混合感染が 1例であった（図 2）。 

 

調査期間（2008年～2013年）は異なるが他の呼吸器ウ
イルについて重複感染の割合を調査したところ、RSV で
は 14.4%が重複感染しており、HRVおよびHBoVが同時
に検出される例が多かった。HRV では 16.9%が重複感染
しており、RSV、AdV、HBoVおよびHMPVが同時に検
出された。HMPVでは 18.0%が重複感染しており AdVが
同時に検出される例が多かった。HBoVが検出された呼吸
器感染症では HBoV 以外のウイルスが同時に検出される
ことが多いといわれており 16)、今回の調査でも HBoV は
他の呼吸器ウイルスに比べても重複感染例の割合が非常
に高かった。 

HBoV 単独での感染と他の呼吸器ウイルスとの重複感
染における患者症状について比較したところ、小児におけ
る呼吸器感染症で重症化することが知られている RSV お
よび HMPV

17)との重複感染例において、下気道炎を呈し
ている割合（RSV：9/13例、HMPV：4/4例）が高かった
（表 3）。HBoV、RSV、パラインフルエンザウイルスおよ 

 

図 2 HBoV と同時に検出されたウイルス
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表 3 臨床症状 

発熱 上気道炎 下気道炎 鼻汁 咳 結膜炎 中耳炎 発疹 胃腸炎
・下痢

HBoV 18 15 6 10 2 2 1 1 1

HBoV･ RSV 13 12 0 9 3

HBoV･ HMPV 4 4 0 4

HBoV･ HRV 5 5 2 1 1

HBoV･ HRV・AdV 1 1 1 0

HBoV･ AdV 3 3 1 0 1

HBoV･ CoxB3 1 1 0 1

HBoV･ Picornavirus 1 1 0 0 1

46 42 10 25 6 2 2 1 1 1

検出数
症状

計

検出ウイルス
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び HRVに単独で感染した例に比べ、HBoVと重複感染し
た例のほうが喘鳴を伴う患者の割合は高く、重複感染の例
では単独のウイルスに感染した例に比べ重症化すると言
われている 9)。しかし、重複感染が確認された例では、実
際に感染症がどのウイルスに起因していたかの確定は困
難であり、感染における重症化が重複感染によるものか、
RSVおよびHMPV感染によるものかは不明であり、解明
については更に調査が必要である。 

HBoV についてはリアルタイム法によりウイルスの定
量を行う方法も報告されている 18)。コピー数が少ない場合
に HBoV を起因ウイルスとは確定し難いが、検体採取病
日によりコピー数も変化することもあり、起因ウイルスの
特定については今後も検討が必要である。 

 
３．５ 全長ゲノム解析 

検出された 46 例のうち 8 例について全領域シークエン
ス（5299nt）および系統樹解析を実施した結果、7 例が
Group 1、1例が Group 2に分類された（図 3）。国内でも
Group1、Group2および Group3が検出されたとの報告が
あるが、主に検出されているのは Group 1 であり 19-21)、
県内においても同様の結果となった。 

しかし、臨床症状や発生時期等と Group との関連等に
ついては未だ解明されていないことが多い。また、今回は
全領域シークエンスを実施した株数が 8 株と少なく県内
の浸潤状況を十分に把握できていないため、継続した調査
が必要である。 

 
４．まとめ 

 

2007 年から 2013 年に福井県内の呼吸器感染症を呈
した患者から採取された咽頭拭い液を用いて HBoV検
出を試みたところ、供試検体 927 検体中 46 検体から
検出された。HBoV が検出された 46 例のうち 8 例につ
いて系統解析を行ったところ、7 例は Group 1 および
1 例は Group2 に分類された。 

これまで福井県内における浸潤状況は不明であった
HBoV も県内において小児の呼吸器感染症に関与してい
ることが示唆された。 

 HBoV 陽性検体のうち約 60%の検体から他の呼吸器ウ
イルスも同時に検出された。HBoVによる呼吸器感染症に
ついては依然として不明な点も多いため、更なる疫学情報
等の蓄積が必要である。 
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図 3.  HBoV 系統解析（full-length : 5299nt） 
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１．はじめに  
 

エンテロウイルス（以下 EV）は、ピコルナウイル
ス科エンテロウイルス属に分類されるエンベロープを
持たない一本鎖 RNA ウイルスである。EV は、主に糞
口感染により腸管内で増殖し、不顕性感染や、熱性疾
患、発疹性疾患および中枢神経疾患など、多種多様な
疾患の発症に関与することが知られている 1）。 

EV は A～J の種があり、ヒトに感染するものは A～
D に分類される。さらに、EV は 100 を超える血清型
が報告されており 2）、血清型の違いによって誘発され
る疾患に特徴があることが知られている。例えば、急
性灰白髄炎（ポリオ）を誘発する EV は、ポリオウイ
ルス 1～3 型が多く、手足口病を誘発する EV は、A 群
コクサッキーウイルス（CoxA）16 型およびエンテロ
ウイルス 71 型（EV71）が多い 1),3）。多くの疾患に関
与する EV の流行動態の把握は、保健衛生上重要であ
る。 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（感染症法）では、EV が主な原因となるポリ
オ、無菌性髄膜炎、手足口病、ヘルパンギーナ、急性
出血性結膜炎が届出対象疾患とされており、福井県に
おいても上記疾患の患者検体から病原体検出を実施し
てきた。 

本報では、平成 22～25 年度に県内で採取された EV

関連疾患疑い患者から検出された EV について報告す
る。 

 

２．方法 
 

２．１ 検査材料 
 当センターに検査依頼があった県内在住の EV 関連疾
患疑い患者で、平成 22～25年度（平成 22年 4月～26年
3月）に採取された検体を対象とした。 

検査対象の患者数は計 165名、検体数は計 228検体で、
検体の内訳は、糞便 64検体、髄液 57検体および咽頭拭い
液 107検体であった。１名の患者につき３種類の検体（糞
便・髄液・咽頭拭い液）全てが揃ったのは、18名（10.9%）
であった。 

臨床診断名別では、無菌性髄膜炎 40 名、手足口病 30

名、ヘルパンギーナ 11 名およびその他の EV 関連疾患疑
い疾患（発疹症、脳炎、不明熱など）84 名であった。ポ
リオおよび急性出血性結膜熱の検体はなかった。 

 

２．２ 検査方法 
糞便は滅菌水で 10％乳剤とし、8,500×g、10分間冷却

遠心後の上清を試料とした。髄液は、0.22µm 滅菌フィル
ターで濾過し、濾液を試料とした。咽頭拭い液は、粗遠心
後の上清を、0.22µm 滅菌フィルターで濾過し、濾液を試
料とした。試料 140µL から、QIAamp Viral RNA mini 

kit(Qiagen)を用いて Total RNAを 60µL抽出した。抽出
RNA 10µLをテンプレートとして、Nixらの CODEHOP 

VP1 RT-seminested PCR
4）により VP1領域の増幅産物を

得て、ダイレクトシークエンス法により塩基配列を決定し
た。シークエンス装置は Applied Biosystems 3130 

Genetic Analyzer (Life Technologies) を 使 用 し 、
Sequencher software version 4.9 (Life Technologies)を用
いて解析した。決定した塩基配列は BLAST検索 5）を実施
し、相同性の最も高い塩基配列からウイルスの遺伝子型を
決定した。また、EV71については、決定した塩基配列か
らプライマー配列を除いた領域（324bp）の系統樹解析を
実施した。解析ソフトは MEGA5

6),7)を使用し、近隣結合
法（NJ 法）により系統樹を作製した。系統樹評価のため
1000回のブートストラップを実施した。 

 
３．結果および考察 

 

検査対象とした EV 関連疾患疑い患者 165名 228検体
のうち、EVが検出されたのは 75名 94検体であった。検
体別の陽性例の内訳（陽性率）は、糞便 24検体（37.5%）、
髄液 17 検体（29.8%）、咽頭拭い液 53 検体（49.5%）で
あった。3 種類の検体全てから EV が検出された患者は 7

名であった（表 1）。髄液は、糞便および咽頭拭い液に比 

ノート 

No 患者ID 診断名 糞便 髄液 咽頭拭い
1 222065 無菌性髄膜炎 CoxB2 CoxB2 CoxB2

2 222069 無菌性髄膜炎 CoxB2 CoxB2 CoxB2

3 222079 無菌性髄膜炎 Echo6 Echo6 Echo6

4 222113 無菌性髄膜炎 CoxB2 CoxB2 CoxB2

5 222125 無菌性髄膜炎 - - CoxB2

6 222126 無菌性髄膜炎 Echo6 Echo6 Echo6

7 222198 エンテロウイルス感染症 - - -

8 224023 無菌性髄膜炎 - - -

9 224024 無菌性髄膜炎 - - -

10 224038 無菌性髄膜炎 CoxA9 CoxA9 CoxA9

11 224073 無菌性髄膜炎 Echo7 Echo7 Echo7

12 224083 脳炎・脳症 - - RhV

13 224113 無菌性髄膜炎 Echo7 - -

14 225032 無菌性髄膜炎 CoxB3 - -

15 225054 脳炎・脳症 - - -

16 225055 脳炎・脳症 - - -

17 225059 無菌性髄膜炎 - - -

18 225326 無菌性髄膜炎 - - -

表１ 3種類の検体が揃った患者の検査結果 



－ 77 －

　　　　　福井県衛生環境研究センター年報　第 12 巻（2013）　　　　　

 

- 77 - 

 

 

 

べて検出率が低かった。 

無菌性髄膜炎の患者 40名のうち、計 20名から EVが検
出され、内訳は、B 群コクサッキーウイルス(CoxB)2、
CoxB3 およびエコーウイルス(Echo)6 が各 4 名、CoxB1、
Echo7および EV71が各 2名、CoxA9および CoxB5が各
1名であった（表 2）。 

日本国内の無菌性髄膜炎患者からは Echo および CoxB

の検出が多く 8）、本調査でも検出された EV の 85%（17

検体）が該当した。血清型を比較すると、平成 18 年度に
県内の無菌性髄膜炎患者の間で CoxB5が流行した 9）が、 

 

 

本調査では平成 23 年度に 1 名検出されただけであり、
各年度によって主流となるものが異なっていた。 

手足口病の患者 30名のうち、計 25名から EVが検出さ
れ、内訳は CoxA6が 16名、EV71が 5名、CoxA10およ
び CoxA16 が各 2 名であった（表 2）。手足口病は例年 6

月～9月に流行があり、同時期の検体搬入が多かった。ま
た、平成 23年度および 25年度の検体搬入が多くあり、感
染症発生動向調査事業における小児科定点医療機関あた
り患者数調査においても平成 23年度および 25年度は、平
成22年度および24年度に比べて流行最大ピーク値および 

手足口病 ヘルパンギーナ 

 図 1 週別の小児科定点医療機関あたり患者数 
あ

診断名 年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

H２２ CoxB2 (3)

Echo6 (1)

EV71 (1)

CoxB1 (1)

CoxB2 (1)

Echo6 (1)

8

H２３ CoxB1 (1) CoxB5 (1) Echo6 (1) 3

H２４ CoxA9 (1) Echo7 (1) EV71 (1)

CoxB3 (1)

Echo6 (1)

Echo7 (1) 6

H２５ CoxB3 (1) CoxB3 (2) 3

H２２ EV71 (1)

CoxA16 (1)

2

H２３ CoxA6 (3) CoxA6 (5) CoxA10 (2) 10

H２４ CoxA16 (1) EV71 (1) 2

H２５ CoxA6 (1) CoxA6 (5)

CoxA6 (2)

EV71 (1)

EV71 (1) EV71 (1) 11

H２２ CoxA4 (1) CoxA6 (1) 2

H２３ CoxA10 (1) 1

H２４ 0

H２５ CoxA6 (2)

CoxA8 (1)

CoxA6 (1) CoxA5 (1) 5

H２２ RhV (1)

CoxA4 (3)

Echo6 (2)

Echo25 (1)

Echo6 (1)

EV68 (1)

EV71 (1) 10

H２３ RhV (1) CoxB5 (1)

CoxA9 (1)

CoxA10 (1)

4

H２４ CoxA9 (1) RhV (1) EV71 (1) 3

H２５ CoxB3 (1)

CoxA2 (1)

CoxA6 (1)

CoxB3 (1) CoxB3 (1) 5

　※（内数）・・・陽性患者数

無
菌
性
髄
膜
炎

手
足
口
病

ヘ
ル
パ
ン
ギ
ー
ナ

そ
の
他
の
Ｅ
Ｖ
疾
患

表 2 福井県の EV 感染疑い患者からの発病月別の病原体検出状況 
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患者数が多い結果となった（図 1）。流行年に検出される
EVは、流行初期からピーク時には主に CoxA6が検出され、
流行ピークを超えた後はCoxA10およびEV71が検出され
るという傾向が見られた。手足口病は、CoxA10 、CoxA16
および EV71が主な原因とされてきた 10）が、ヘルパンギ
ーナの主な原因であった CoxA6 の検出が近年は多いとい
う報告が全国各地で相次いでおり 11）、福井県においても
同様の傾向が見られる結果となった。CoxA6 による手足
口病患者の中には上腕、大腿部および臀部の発疹 12)や回
復後の爪甲脱落症 13)等の従来の病態と異なる報告もあり、
今後の動向が注目される。 

ヘルパンギーナの患者 11 名のうち、計 8 名から EV が
検出され、内訳は CoxA6が 4名、CoxA4、CoxA5、CoxA8
および CoxA10 が各 1 名であった（表 2）。ヘルパンギー
ナからは CoxA4、CoxA6、CoxA10等の CoxAが多く検出
されることが知られており 14)、福井県においても検出さ
れた EVは全て CoxAという従来と同様の結果となった。 

平成 22 年度以降、福井県では手足口病は流行開始基準
値（5人/定点）を夏期に大きく超過している。一方で、ヘ
ルパンギーナは平成 22年第 27週に流行開始基準値（6人
/定点）を超過した以外は、平成 22年度以降に基準値の超
過はみられなかった（図 1）。手足口病に比べるとヘルパ
ンギーナの流行は小さかったため、搬入されるヘルパンギ
ーナの検体の量も少なかったと考えられた。 

その他の EV 関連疾患疑い疾患の患者 84 名のうち、計

22 件の EV が検出され、内訳は CoxA4、CoxB3、Echo6

およびライノウイルス（HRV）が各 3 名、CoxA9 および
EV71 が各 2 名、CoxA2、CoxA6、CoxA10、CoxB5、
Echo25および EV68が各 1名であった（表 2）。病原体が
検出された検体は、発病月が 7～9 月に集中していた（19

件：86%）。この時期は、手足口病やヘルパンギーナの流
行時期と重なっており、発疹症などの一部の患者について
は関連性があると考えられた。 

EV71 は、1990 年代後半以降に東アジアで小児の死亡
例を含む重症患者が多発し、問題となっている 15)

 。治療
薬は無く、国内ではワクチンの開発も遅れている 16)こと
から、EV71の流行動態の正確な把握は重要である。 

そこで、本調査で 9名 11検体から検出された EV71に
ついて、VP1領域（324bp）の系統樹解析を実施した。系
統樹解析には、本調査で検出した福井県内検出株、各検出
株を BLAST検索実施時に最も相同性の高かった株、そし
て清水らの報告による各 Subgroup の標準株 17)を使用し
た。解析の結果、平成 22 年度検出株は Subgroup C、平
成 24年度および平成 25年度検出株はSubgroup Bに分類
され、さらに平成 24年度検出株と平成 25年度検出株では
異なるクラスターを形成した（図 2）。BLAST検索で最も
相同性が高い検出株の検体採取年は、いずれも対応する福
井県内検出株の検体採取年と近く、その年に流行していた
クラスターに分類されたと考えられた。疾患の違いよりも
検出年の違いによる影響が大きい結果となっており、

 EV71-A U22521 BrCr-USA-70

 
EV71-B1 AB059813 

 EV71-B2 U22522 7423-USA-87 
 EV71-B3 AB059819 SK-EV006-SAR-97 

 EV71-B4 AB059818 C7-Osaka-JPN-97 
 

 KF154332 B5-02009-TW-2012

 JX991142 CVGH-0240-2012

 Fukui-224076-手足口病-咽頭拭い液- H24.8 
 Fukui-224117-その他疾患-咽頭拭い液- H24.12 
 Fukui-224117-その他疾患-糞便- H24.12 
 Fukui-224081-無菌性髄膜炎-髄液- H24.8 

 

 AB920413 EV71/Ishigaki/223/2013

 KC894901 EV1170-Selangor-2012
 

 Fukui-225141-手足口病-咽頭拭い液- H25.8 
 Fukui-225163-手足口病-咽頭拭い液- H25.9 

 Fukui-225247-手足口病-咽頭拭い液- H25.11 
 

 

 

  

 EV71-C1 AF009549 0915-USA-87

 EV71-C4 AF302996 SHZH-CHN-98

 EV71-C3 AY125968 003-KOR-00 

 EV71-C2 AB059817 1095-JPN-97

 AB665739 OC315-10

 Fukui-222099-手足口病-咽頭拭い液- H22.7 
 Fukui-222114-無菌性髄膜炎-咽頭拭い液- H22.8

 Fukui-222141-その他疾患-咽頭拭い液- H22.9

 Fukui-222141-その他疾患-糞便- H22.9 
 KF801577 373 2012 EV71 CUBA 
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       図 2 EV71 の系統樹解析 

福井県内検出株・・【Fukui-患者 ID-診断名-検体種類-検体採取年・月】で表記 

A

B

C
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EV71は、年々変化して流行している可能性が示唆された。
今後も、年が変わるごとに変異を繰り返し、流行を拡大さ
せていく恐れがあるため、調査を継続し、実態を把握し続
けることが必要と考えられた。 

 

４．まとめ 
 

平成 22～25 年度に福井県内で採取された EV 関連
疾患疑い患者 165 名 228 検体について、CODEHOP 

VP1 RT-seminested PCR法を用いて、病原体の検索を実
施した結果、75名 94検体から EVを検出した。 

EV陽性検体における血清型調査の結果、無菌髄膜炎か
らは Echo (30%) および CoxB (55%) が多く検出され、ヘ
ルパンギーナから検出されたのは全て CoxAであった。手
足口病からは CoxA6 (64%) が多く検出され、近年の流行
の主流と推定された。 

EV71 の系統樹解析の結果、県内で流行する EV71 は
年々変異している可能性が示唆された。 
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揚水返送循環方式による最終処分場安定化促進基礎技術開発 
 

田中宏和・椿 雅俊*1・磯部友護*2・大石 修*3 
 

 

Development of Basic System Aiming at Stabilization of Waste Landfill  

by Pumping Circulation of Leachate 

 

 

Hirokazu TANAKA, Masatoshi TSUBAKI
*1
,Yugo ISOBE

*2
, Osamu OOISHI

*3
 

 

 

１．はじめに  
 

最終処分場は化学的および物理的性質の異なる様々な
種類の廃棄物を不均一に埋立するため、全体を一様に安定
化させることは難しい。また保有水水位が高い埋立地の滞
水部分では、塩類洗い出しが遅れるだけでなく、酸素供給
もされにくいため有機物分解も遅延する懸念がある。その
ため、埋立地全体の早期安定化を図るためには安定化遅延
部を把握した上で、その部分の安定化を促進させることが
重要であると考える。 

埋立地内部の状況把握については物理探査を用いた研
究が進んでいるが、併せて局所的な安定化促進技術の開発
が必要である 1－9)。既存の安定化促進技術としてはガス抜
き管を活用した循環式準好気埋立システムが知られてい
るが、保有水水位が高い処分場での採用は難しい 10－13)。
そこで筆者らは、揚水した浸出水を埋立地に返送循環する
方法に着目し、小規模実験システムを構築して連続運転試
験を行ったので、その結果を報告する。 

 
２．試験方法 

 

連続運転試験は福井県内の管理型処分場（深さ 6m）で
実施した。システムは揚水部、導水部、給水部に大別され、
2012年 12月 14日に運転開始し、2013年 5月 13日まで
運転を継続した。 

 
２．１ 揚水部 

揚水部の構造を図 1に示す。塩分や硫化水素ガスによる
腐食や浮遊物質による閉塞が懸念されたため、本実験では
揚水方法にエアリフト方式を採用した。 

揚水井は最下部 1m のみをストレナー構造とした深さ
4m の観測井を利用した。揚水管は塩化ビニル製水道管
（VP25）を用いて地表から 1.55mまで立ち上げて容積約
20Lのタンクに接続し、最下部から 0.5mの位置に送気管
を設置した。 

タンク上部は大気開放してエアリフトに用いた空気が
排出される構造とし、タンクの浸出水出口高さは地表から
1.1m とした。タンクと導水管の間に導水量計測用の超音
波流量計を設置した。 

エアリフトポンプの送気には最高圧力 0.3MPa、送気量
20L/min（0.2MPa時）のダイヤフラム式コンプレッサー 

 

 

を使用し、電力源は公称最大出力 114Wの多結晶太陽電池
モジュール 2枚と 12V38Ahの高サイクル密閉型バッテリ
ー2台、正弦波インバータを使って電源装置を自作し、バ
ッテリー電圧についても連続計測した。なお、送気はタイ
マーを用いて 7 時から 18 時までの間欠運転（10min/h）
とした。 

揚水井には投げ込み式の水位計と電気伝導率計を設置
して揚水井内部の浸出水情報を収集した。 

 
２．２ 導水部 
 導水管には塩化ビニル製水道管（VP25）を敷設した。 

 

図 1 揚水部概略図 
 

 
図 2 導水平面図 

*1 東急建設株式会社 
*2 埼玉県環境科学国際センター 
*3 千葉県環境研究センター 

ノート 
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平面図を図 2に示す。導水長は約 107mで、揚水部から
82m付近にエア抜き管を設置した。ウェストン公式で流速
を 6L/min と仮定すれば、350m 以上の導水が可能な設計
である 14)。 

 
２．３ 給水部 
 給水部は最終覆土の直径 0.1m深さ 0.5mの孔に地表か
ら 0.2mの深さまで導水管を差し込み、その周りに砕石を
詰めた構造とした。埋立地の最終覆土は砂質土で、2009

年に計測した覆土厚は 0.75m、透水係数は 1.11E-02cm/s

であった。給水部周辺に水たまりができることは無く、浸
出水は常に最終覆土中に浸透していた。 

 

３．結果および考察 
 

３．１ 循環水量 
2013年 3月 4日から 5月 13日までの積算導水量を図 3

に示した。この間の積算総流量は 61.811m
3であり、日間

平均で約 880L、揚水 1回あたりの平均導水量は約 88Lで
あった。なお、3月 4日以前については流量計のデータが
一部欠損しているが、1 月 8 日から 27 日までの日間平均
は 245Lであり、上述した値に比べて少なく、日照不足に
よるバッテリー電圧低下により送気ポンプが作動しなか
ったことが一要因と考えられた。 

次に 3月 9日、4月 8日、5月 8日の正午前後における
揚水をそれぞれ Run1、Run2、Run3とし、それぞれの導
水流速を図 4に示した。Run1と Run3の挙動は似ている
が、Run2 はそれらに比べて流速が著しく遅く、導水時間
が長いことが分かる。 

Run2 と同様な挙動は連続運転試験中に度々発生してい
たが、しばらくすると Run1と Run3の挙動に戻っていた
ため給水部の閉塞が原因とは考えにくく、バッテリー電圧
も 13V 以上であったことから送気ポンプの作動不良も考
えられない。これらのことから、Run2 は導水管内に気泡
が入ることで抵抗となり、流量が少なくなるためタンク貯
留水が全て流れ落ちるまで時間を要する状態となるが、揚
水が繰り返されて気泡がエア抜き管や給水部まで押し出
されて排出されるとRun1とRun3の挙動に回復するメカ
ニズムが推察された。なお、流量計はタンク出口に設置し
ていることから、Run2 の場合でも揚水量は変わらず、タ
ンク上部から溢れていたと考えられ、実際の揚水量は計測
した導水量よりも多かったと考えられる。 
 

３．２ 揚水井の水位と電気伝導率 
揚水井の水位を図 5 に、浸出水の電気伝導率（EC）を

図 6に示した。揚水設備を設営した 2012年 12月 14日前
後で水位と ECの挙動が大きく異なることが分かる。 

水位については揚水開始後に断続的な変動がみられ、そ
の変動幅に着目すると運転開始直後は 0.6m程度であるの
に対し、5月には 0.2m程度までに縮小した。 

ECについても運転前は約300μS/cmで一定であったが、
揚水開始後から大きく変動し、高いときは 900μS/cm 以
上に達した（図 6）。なお、ECの変動は運転前よりも高値
側で濃度変動しており、朝の揚水前が最も低く、揚水によ
り著しく上昇し、揚水終了後の夜間は次第に低下する傾向
がみられた（図 7）。また、水位が低いと ECが高くなる傾
向も確認された（図 8）。 

 この挙動のメカニズムとしては次のとおり考えた。井戸

図 3 積算導水量 

図 4 導水流速

 
図 5 揚水井水位 

図 6 浸出水の電気伝導率 
 

のストレナーが深部にあるため、揚水運転が繰り返される
昼間は深層部の高 EC水が集水される。その結果、井戸周
辺の保有水水位が低下する水位勾配が生じ、夜間は主に浅
層部の低 EC水が井戸周辺に集まり、井戸周りの砕石部を
通じて井戸内の水と混合して ECが低下する。 
しかし、図 6では月日の経過とともに ECの変動幅は縮
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図 7 電気伝導率の時間変動 
小しながら上昇し、5月には 1,300μS/cmに達した。これ
は、春になり降水量が減少したため浅層部に補給される浸
透水量が減ることで、夜間の希釈効果が弱まり、高 ECの 

保有水のみが集まりやすくなったためと考えた。従って、
降水が少なく浸透水量が少ない時期に、揚水による保有水
を移動させる効果が大きくなると考えられた。 

 

３．３ 塩類洗い出し効果 
揚水部と給水部の比抵抗探査結果をそれぞれ図 9 と図

10 に示す。図 9 では比較のため、本実験を開始していな
い前年度の結果も併せて示した。 

図 9 では揚水部周辺の下層で明らかな比抵抗値の上昇
がみられた。また図 10 でも、給水部下層の比抵抗は周辺
よりも高い部分がみられ、これらの結果は揚水と給水によ
り、塩類洗い出しが進行したことを表していると考えられ
る。ただし、比抵抗値が上昇した部分の深さや広がりは一
様ではなく、水が移動しやすい部分から塩類洗い出しが進
行し、比抵抗値に偏りが生じたことが推察される。このこ
とからも埋立地内部の不均一性がうかがえる。 

次に、電磁探査による給水部周辺の電気伝導率（EC）
結果を図 11 に示す。図の右側に遮水シート法面部の影響
と考えられる低 EC 部が帯状にみられ、給水部左側の EC

は周囲に比べて若干低くみえるが、明確な差は確認できな
かった。 

浸出水は透水性が高い砂質の最終覆土内を拡散して浸
透したと考えられ、給水部周辺は雑草の繁茂が著しかった。 
 

４．まとめ 
 

太陽光エネルギーとエアリフトポンプを用いた小規模
実験システムで、断続的に揚水した浸出水を 100m以上導
水することに成功した。また、揚水は井戸周辺の保有水を
移動させて塩類洗い出しを促進させる効果があるが、その
効果は浸透水量の影響を受けることが示唆された。さらに、
比抵抗探査から揚水部と給水部周辺下層の塩類洗い出し
が確認されたが、一様ではなく偏りがみられた。 

本実験により揚水返送循環方式は局所的な安定化促進
手法として一定の効果が確認された。この方式による安定
化促進技術は、保有水水位が高い海面埋立処分場への応用
が期待できると考えている。 
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ヨシを用いた吸着材の開発に向けた基礎的研究（第 2報） 

 

井藤 有美・岡 恭子 
 

Research on the Adsorbent made of Reeds (2) 

 

Yumi ITO, Kyoko OKA 

 

 

１．はじめに  
 

久々子湖、水月湖、菅湖、三方湖および日向湖からなる
三方五湖は、2005 年にラムサール条約に登録された湖沼
であり、福井県が誇る貴重な観光資源の一つである。しか
し三方湖では富栄養化などによる環境基準超過が続いて
いるため、水質を改善し、景観を保持することが求められ
ている 1)。 

 湖沼の水質浄化技術は種々あり、本県では水生植物を植
栽した浮き礁の設置や植生護岸の整備などに取り組んで
いる 2－6)。水生植物の一種のヨシは、富栄養化の原因物質
である水中の窒素やりんを吸収して成長するため、成長し
たヨシを刈り取って系外除去することで、効率的な水質浄
化効果が期待できる。 

しかし、刈り取り後のヨシについては、一部は梅畑の肥
料として利用されているが、他の有効利用はなされておら
ず、ヨシの有効利用法の開発が求められている 7)。 

そこで本研究では、ヨシの刈り取りを促進して水質浄化
へとつなげるため、刈り取り後のヨシについて有害物質の
吸着材としての活用可能性を探ることとした。 

 

２．方法 
 

２．１ 吸着材の調製 
２．１．１ 裁断・粉砕処理 
 刈り取り後、全体が黄色になるまで十分に自然乾燥させ
たヨシを、約 5cm の短冊状に切断、または市販の家庭用
ミルで粉砕した。 

２．１．２ 洗浄処理 
 表 1に示した 4種類の洗浄液を用いて、切断または粉砕
したヨシを次の方法で洗浄した。50mL 遠沈管にヨシ 1～
2gと各洗浄液 25～40mLを入れ、フタをして 1分間振と
う後、一晩静置した。次に 2,500rpmで 5分間遠心分離し、
上澄水を捨て、超純水を加えて振とう後、再度遠心分離し
て上澄水を捨てた。アルカリ洗浄と酸洗浄については、上
澄水の pHが中性になるまでこの操作を繰り返した。その
後 105℃で乾燥させたものを、短冊状または粉末状のヨシ
吸着材とした。 

 
２．２ 吸着能評価 
２．２．１ 吸着対象物質 
 

表 1 洗浄方法 
洗浄方法 洗浄液 

アルカリ洗浄 1N 水酸化ナトリウム
酸洗浄 1.2N 塩酸 

超純水洗浄 超純水 

水道水洗浄 水道水 

 重金属類の吸着特性を評価するため、ICP-MS用混合標
準試薬GW-1とGW-2（ジーエルサイエンス社製）を混合、
希釈したものを吸着用試験水として用いた。その組成およ
び希釈後の濃度を表 2に示す。 
 試験水中に含まれる元素のうち、環境基準が定められて
いるヒ素（As）、カドミウム（Cd）、鉛（Pb）、セレン（Se）
および要監視項目のアンチモン（Sb）について吸着能を評
価した。 
２．２．２ 吸着性試験 

前報の吸着性試験方法を次のようにスケールアップし
た 8－10)。調製したヨシ吸着材 0.24g、0.48g、0.96gを秤量
分取し、500mL のポリ瓶に分取したヨシ吸着材と吸着用
試験水 480mL を入れ、室温でスターラーを使用して撹拌
した。0、10、20、40、60、120、240分後と 24時間後に
シリンジで吸着用溶液を 10mL採取し、0.45μmメンブラ
ンフィルターでろ過した。その後、ろ液に硝酸を加え、
ICP-MS（ELAN DRC-e : Perkin Elmer社製）を用いて
各含有元素濃度を分析した。図 1に試験の概略図を示す。 
 なお、洗浄処理の効果評価と吸着性試験の操作ブランク
として、未処理のヨシを用いた系とヨシを入れない系につ
いても、それぞれ同様に試験を行った。 

 

表 2 吸着用試験水組成 
含有元素 濃度（mg/L） 

アルミニウム 0.5 

バナジウム 0.25 

ヒ素、ベリリウム、クロム、 

コバルト、銅、鉄、マンガン、 

ニッケル、鉛、アンチモン、 

タリウム、亜鉛 

0.1 

銀 0.05 

カドミウム、セレン 0.025 

水銀 0.005 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 吸着性試験 

ノート 

吸着用試験水 

480mLヨシ吸着材
0.24～0.96g

500mLポリ瓶 

スターラー撹拌
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図 2 As の濃度変化（洗浄方法別） 
 
 

 

図 4 Pb の濃度変化（洗浄方法別） 
 
 

 

図 6 Sb の濃度変化（洗浄方法別） 
 
 

３．結果および考察 
 
３．１ 洗浄方法による吸着能評価 
 粉末状のヨシ吸着材 0.48gを用いた吸着性試験について、
各含有元素の濃度変化を図 2～6 に示す。なお、縦軸は撹
拌前の濃度に対する相対濃度を百分率で示し、横軸は時間
経過を対数目盛りで示しているため、撹拌前（0 分）は便
宜上 1分後にプロットした。 

 前報の結果と同様、As、Cdおよび Seについては、いず
れの洗浄方法でもほとんど濃度は変化しなかった。 

 

図 3 Cd の濃度変化（洗浄方法別） 
 
 

 

図 5 Se の濃度変化（洗浄方法別） 
 
 

 

図 7 Pb の濃度変化（添加量・形状別） 
 
 

図 4 の Pb については、アルカリ洗浄した場合に時間経
過とともに濃度が低下し、24時間後には初濃度の 4割程度
となり、前報と同様な傾向を示した。未処理の場合や操作
ブランクではほとんど濃度が変化していないことから、ア
ルカリ洗浄によってヨシに吸着しやすくなったと考えら
れた。 

図 6 の Sb については、前報では操作ブランクを含む全
ての系で濃度低下がみられたが、本報では操作ブランクを
除く 5 つの系において時間経過とともに濃度が低下した。
これより、濃度低下の挙動がポリ瓶等への吸着によるもの
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ではなく、ヨシへの吸着に起因することが確認された。 

 なお、表 2に示した他の含有元素についても分析を行っ
たが、洗浄方法に関係なく、濃度変化はほとんどみられな
かった。 

中野らは、アルカリ処理により有効表面積が増加するこ
とと、吸着材表面のカルボキシル基がカルボン酸塩等のイ
オン交換しやすい形態に置換されることにより、重金属イ
オンとのイオン交換能が増加するメカニズムを提唱して
いる 11)。本研究でも Pb についての吸着能向上はこのメカ
ニズムと矛盾しない。しかし、それを裏付けるためのゼー
タ電位測定や赤外吸収スペクトル分析は本研究では実施
していない。 

さらに、中野らの報告では Pb以外に Cd、銅（Cu）、ニ
ッケル（Ni）、亜鉛（Zn）についても吸着能を有したとし
ている。しかし、本研究では上述したとおり Cd、Cu、Ni

および Znの濃度低下がみられなかったため、図 4での Pb

吸着は上述したメカニズムとは異なる可能性が考えられ
た。ただし、そのメカニズム解明には至らなかった。 

Sbに関しては、超純水洗浄や未処理のヨシでも同等の濃
度低下挙動がみられていることから、主に Sb の特性によ
るものと考えられた。つまり、イオン交換よりも物理的な
吸着が示唆されたが、これについても詳細なメカニズムの
解明には至らなかった。 

 

３．２ 添加量および形状による吸着能評価 

Pb の濃度低下が顕著であった、アルカリ洗浄したヨシ
吸着材を用いた場合に絞って、添加量および形状による吸
着能評価を行った。 

Pb の濃度変化を図 7 に示す。なお、縦軸および横軸の
設定については図 2～6と同様である。 

短冊状、粉末状のどちらにおいても、添加量が増加する
ほど大きく濃度低下した。特に、粉末状のヨシ吸着材 0.96g

を用いた場合の濃度低下が最大で、24時間後に初濃度の 2

割以下となり、吸着材増加による吸着量増加が確認できた。 
形状で比較すると、吸着時間が短い間は短冊状よりも粉

末状の方がより Pb吸着能に優れていた。しかし、24時間
後では明確な差異がみられない程度に近値を示した。 

これらの挙動は、短冊状に比べて粉末状のヨシは試験水
に接触する表面積が大きいため吸着が速やかに進行する。
一方、短冊状でアルカリ洗浄を行ったヨシ吸着材は、試験
初期は有効表面積が小さいため、粉末状に比べて吸着能は
低いものの、長時間の攪拌により短冊が脆くなり細分化さ
れて表面積が次第に増加する。その結果、時間経過ととも
に吸着能が向上し、24 時間後には粉末状吸着材の試験結
果と同等程度の吸着量を有するに至ったと考えられた。 

中野らの報告においても、粉末粒径は微細粉末にする必
要は無く、1mm 以下であれば十分な吸着能を有すると報
告されている 11)。 

４． まとめ 
 

刈り取り後のヨシについて、有害物質の吸着材としての
活用可能性を検討した。 

アルカリ（NaOH）、酸（HCl）、超純水、水道水の 4種
類の洗浄液で調製したヨシ吸着材に重金属類を吸着させ
たところ、アルカリ洗浄した場合に高い Pb 吸着能が得ら
れた。しかし、選択的に Pbのみの吸着能が向上しており、
そのメカニズムの解明には至らなかった。 

また、Sbの吸着能については、Sbの特性に起因する物
理的な吸着が疑われた。ただし、これについても詳細なメ
カニズムは解明できなかった。 

さらに、吸着材形状の比較評価では、短冊状に比べて粉
末状の吸着材の Pb 吸着能が高く、速やかに吸着が進行し
た。しかしながら、24 時間経過後では短冊状も粉末状と
同等の吸着能を示した。これは単に形状による有効表面積
の差に起因し、長時間の吸着試験では脆い短冊状の吸着材
が細分化したことで有効表面積が増加した影響が現れた
ものと考えられた。 
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再生可能エネルギーの利用可能量に関する研究（第 2報） 
－賦存量および利用可能量の算出結果－ 

 

吉川昌範・三木 崇 
 

Study on Available Quantity of the Renewable Energy (2) 

－Calculation Result of Quantity of Existence and the Available Quantity－ 

 

Masanori YOSHIKAWA, Takashi MIKI 

 

 

１．はじめに  
 

2011 年 3 月の福島第一原子力発電所の事故以来、二酸
化炭素（CO2）排出量の少ない再生可能エネルギーの利用
促進が、エネルギー政策や地球温暖化対策の推進にとって
一層重要となっている。 
当センターでは、福井県における再生可能エネルギーの

導入実態や導入に当たっての課題等を把握するとともに、
その賦存量や利用可能量に関する研究を平成 24 年度から
開始した。 

前報 1)では、事業所における再生可能エネルギーの導入
実態や導入に当たっての課題等を把握するために実施し
た事業所アンケート調査の結果について報告した。 

本報では、本県において今後の利用が期待できる再生可
能エネルギーを探ることを目的に、県内における再生可能
エネルギーの賦存量および設定した条件における利用可
能量を算出したので、その結果について報告する。 

 

２．方法 
 

２．１ 賦存量の算出方法 
 賦存量とは、利用に当たっての制約を考慮しない理論的
に算出しうる潜在的なエネルギー量（資源量）である。 
今回の算出に当たっては、(財)新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）の新エネルギーガイドブックや自
治体が策定している新エネルギービジョン等 2～8)で用いて
いる算出方法を参考とした。また、算出に用いる基礎デー
タについては、最新の統計データや行政機関等から入手し
た資料等の値を用いた。 
なお、対象としたエネルギーは以下のとおりである。 

 ・太陽エネルギー 
 ・風力エネルギー（陸上） 
 ・木質系バイオマス（林地残材、廃材） 
 ・農業系バイオマス（稲わら、もみ殻） 
 ・畜産系バイオマス（牛・豚・鶏の糞尿） 
 ・し尿処理汚泥 
・下水処理汚泥 

 ・雪氷熱エネルギー 
 ・波力エネルギー 
  
エネルギー毎の具体的な算出方法等を表１に示す。 

 なお、太陽エネルギーの算出に用いる年間最適傾斜角日
射量は、県内で観測している 9地点の 1981～2009年の平
均値を、面積は森林・道路・水面・河川・水路を除いた面
積（2009年 10月現在）とした。 
また、風力エネルギー（陸上）の算出の条件とする年平 

 
均風速については、風力発電の事業化には年平均風速 5～
6m/s 以上（地上高 30m）が望ましいとの報告 3)があるこ
とから 5.5m/s 以上とした。NEDO 局所風況マップデータ
から試算した風速 5.5m/s 以上の面積は、県土面積の 3 割
に相当する約 1,240km

2であり、その風況マップは図 1 の
とおりである。 
 

    
図１ 年平均風速 5.5m/s 以上の風況マップ図 

 
木質系バイオマスの賦存量については、「福井県木質バ

イオマス利用実態調査業務報告書」9）で試算している森林
資源の賦存量（重量換算）を熱量換算して求めた。 
雪氷熱エネルギーの算出に用いる雪量については、道路、

商工業用地および宅地に降る雪を対象とし、降雪深（2005

～2009年の 5か年平均）に各対象面積を乗じて算出した。 
 
２．２ 利用可能量の算出方法 

利用可能量の算出対象は、賦存量を算出したエネルギー
のうち、以下の理由から、農業系バイオマス、畜産系バイ
オマス、し尿処理汚泥および下水処理汚泥を除いたエネル
ギーとした。 
・農業系バイオマスの稲わらは農地へのすき込みや飼料と 

して、もみ殻は堆肥や畜舎敷料としてほぼ全量が既に利
用されている。 

・畜産系バイオマスについては、家畜糞尿のほぼ全量が堆 

肥として既に利用されている。 

・し尿処理汚泥および下水処理汚泥については賦存量も少
なく、下水処理汚泥（消化ガス）の約 5割が消化タンク
加温用ボイラーの燃料として既に利用されている。 

 
各エネルギーの利用可能量については、県内の利用実態

や他県での導入事例等も参考に、利用が期待できる条件を 
設定し、各条件における期待量として算出した。 

ノート 

■ 5.5m/s 以上
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表 1 賦存量の算出方法 
算 出 方 法 出  典 

【太陽エネルギー】 

賦存量(TJ/年)＝年間最適傾斜角日射量*1
×面積*2

×365日× 

熱量換算係数*3
×10

-6 

*1：3.48kWh／㎡・日  *2：783.7×10
6㎡

             *3：3.6MJ/kWh 

*1：NEDO日射量データベース 

*2：土地利用現況把握調査（県土木管理課）
*3：エネルギー源別標準発熱量（経済産業省）  

【風力エネルギー】 

賦存量(MWh/年)＝年平均風速 5.5m/s以上（地上高 30m）の
風況面積*1

×設置容量*2
×8,760h×設備利 

用率*3
×10

-6
 

*1：1,273km2   *2：10MW/km2 

*3：0.204       

 

*1：NEDO局所風況マップ（H18年度版）
*2：自然エネルギー白書(風力編) 

*3：新エネルギーガイドブック 

 

【木質系バイオマス】 

賦存量(TJ/年)＝(林地残材賦存量*1＋廃材賦存量*2）×発熱量*3

         *1：75,932t-dw /年  *2：70,481t-dw /年
*3：0.0168TJ/t  

 

*1,2：福井県木質バイオマス利用実態調査
業務報告書 

*3：地域新エネルギー・省エネルギー策定
ガイドブック 

【農業系バイオマス】 

賦存量(TJ/年)＝水稲収穫量*1
×発生源単位*2

×湿重量換算× 

発熱量*3
 

            *1：138,8000t 

            *2：稲わら 1.13t/米 t  もみ殻 0.23t/米 t 

         *3：0.0114TJ/t 

 

*1：農林業センサス 

*2：新エネルギー等導入促進基礎調査 

*3：日本エネルギー学会 

【畜産系バイオマス】 

賦存量(TJ/年)＝家畜頭数*1
×糞尿発生源単位*2

×ガス発生係 

数*3
×メタン含有率*4

×メタン発熱量*5
×365日 

*1：乳用牛 1,236頭     肉用牛 3,417頭 

豚 4,989頭        鶏 788,731頭  

*2：乳用牛 45kg/頭・日  肉用牛 20kg/頭・日
        豚 6kg/頭・日        鶏 0.14kg/頭・日 

*3：乳用牛 0.025m
3
/kg    肉用牛 0.030m

3
/kg 

                    豚 0.050m
3
/kg       鶏 0.050m

3
/kg  

*4：0.6      *5：37.2×10
－6
TJ/m

3
 

 

*1：福井県統計年鑑 

*2～5：新エネルギーガイドブック 

 

【し尿処理汚泥】 

賦存量(TJ/年)＝し尿処理施設汚泥量*1
×バイオガス発生原 

単位*2
×メタン含有率*3

×メタン発熱量*4 

*1：65,950kl     *2：8 m
3
/kl 

*3：0.5      *4：37.18×10
-3
 TJ/ m

3
 

 

*1：平成 22 年度一般廃棄物処理実態調査
（環境省）   

*2～4：新エネルギー等導入促進基礎調査 

【下水処理汚泥】 

賦存量(TJ/年)＝消化ガス発生量*1
×消化ガス発熱量*2

 

*1：3,942,276 m
3
  *2：25.12×10

-6
 TJ/m

3

 

*1：平成 22年度下水道統計 

*2：新エネルギー等導入促進基礎調査（H12）
【雪氷熱エネルギー】 

賦存量(TJ/年)＝雪量*1
×雪比重*2

×(雪比熱*3
×｜雪温*4｜＋ 

融解水比熱*5
×放流水温*6＋氷融解潜熱*7

)×10
-6
 

*1：505,396,810m
3       

*2：0.1 t/m
3
 

*3：2.093MJ/t･℃      *4：｜-1｜℃  

                  *5：4.186 MJ/t･℃  *6：5℃  *7：335 MJ/t

 

*1：土地利用現況把握調査（H21）、道路雪
対策基本計画（H22）より推計 

*2～7：新エネルギーガイドブック 

【波力エネルギー】 

賦存量(MWh/年)＝波力エネルギー*1
×海岸線長*2

×8,760h 

        *1：9.6 MW/km     *2：150km 

 

 

*1：日本周辺における波パワーの特性と波
  力発電（港湾技術研究所） 

*2：地図からの概算 
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なお、太陽エネルギーについては、太陽光発電と太陽熱

利用に分けて算出した。 

算出方法については、賦存量と同様に、新エネルギーガ 
イドブックや自治体が策定している新エネルギービジョ
ン等の算出方法を参考とした。また、算出に用いる基礎デ
ータについては、最新の統計データや行政機関等から入手
した資料等の値を用いた。表 2に具体的な算出方法を示す。 
 

２．３ 算出結果の換算 
熱量や電力量として算出した賦存量および利用可能量

については、表 3の換算係数を用いて、電力熱量、原油量、
世帯数、CO2量に換算した。なお、電力量として算出した
エネルギー（風力、波力）の CO2量への換算は、北陸電力
㈱、関西電力㈱の単位電力当たりの CO2排出量から試算し
た値を用いた。 

 

表 3 換算係数 
 項  目 換算係数 出 典 等 
電力熱量換算 0.00963 TJ/MWh エネルギー源別標準発熱量（経済産業省） 
原油換算 0.0382 TJ/kl エネルギー源別標準発熱量（経済産業省） 

世帯換算 7.1 MWh/世帯 

資源エネルギー庁試算の全国平均電気使用量およ
び事業便覧（2009 年度）の電灯使用量から福井県
の世帯当たりの電気使用量を試算 

CO2換算 2.62 tCO2/kl *1 

0.47 tCO2/ MWh*2 

*1：温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル 
*2：北陸電力㈱および関西電力㈱の 2009～2011 年

の 1kWh あたりの平均 CO2排出量から試算 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果および考察 
 

３．１ 賦存量の算出結果 
各エネルギーの賦存量（原油換算含む）の算出結果は表

4のとおりである。 
なお、各エネルギーの賦存量が県内の CO2 排出量の削

減にどの程度寄与するかを把握するため、換算した CO2

量を県内の温室効果ガス排出量 8,652千 t（2010年度）で
除した値を CO2削減効果として同表に示した。 
 

表 4 賦存量の算出結果一覧 
項  目 熱量又は 

電力量 原油換算 CO2削減 
効 果 備    考 

 太陽エネルギー 3,584,000TJ 93,822,000kl 2840% 道路、河川、森林除く

 風力エネルギー 22,106,000MWh 5,573,000kl 120%   

 木質系バイオマス 2,460TJ 64,398kl 2.0% 林地残材、廃材 

 農業系バイオマス 2,152TJ 56,335kl 1.7% 稲わら、もみ殻 

 畜産系バイオマス 92TJ 2,403kl 0.07% 牛・豚・鶏の糞尿 

 し尿処理汚泥 10TJ 262kl 0.01%   

 下水処理汚泥 99TJ 2,592kl 0.08%   

 雪氷熱エネルギー 18,094TJ 473,665kl 14.3% 道路・商工業・宅地 

 波力エネルギー 12,614,400MWh 3,180,026kl 69%   

  
 

表 2 利用可能量の算出方法 
算 出 方 法 出  典 

【条件１】 

（太陽光発電） 

利用可能量(kWh/年)＝設置容量×1kW当たり年間発電量＊1
 

*1：903kWh 

（太陽熱） 

 利用可能量(MJ/年)＝太陽熱温水器（集熱面積 3m
2）の年間有 

効集熱量*2
×設置件数 

*2：6,530MJ  

 
*1：ＮＥＦ資料、資源エネルギー庁データ
*2：ソーラーシステム振興協会調べ 

【風力エネルギー】 

利用可能量(MWh/年)＝発電所規模容量×設置基数×8,760h× 

設備利用率* 

*：0.204 

 

*：新エネルギーガイドブック 2008 

【木質系バイオマスエネルギー】 

利用可能量(TJ/年)＝(林地残材利用可能量*1＋廃材利用可能 

量*2
)×発熱量*3

 

                 *1：6,230t-dw /年  *2：7,155t-dw /年 

*3：0.0168TJ/t  

 

*1,2：福井県木質バイオマス利用実態調査
業務報告書 

*3：地域新エネルギー・省エネルギー策
定ガイドブック 

【雪氷熱エネルギー】 

利用可能量(TJ/年)＝雪量×（雪比熱*1
×｜雪温｜*2＋融解水 

比熱*3
×放流水温*4＋氷融解潜熱*5

×10
-6 

*1：2.093 MJ/t･℃  *2：｜-1｜℃  

*3：4.186 MJ/t･℃    *4：5℃   

*5：335 MJ/t                  

 

*1～5：新エネルギーガイドブック 

【波力エネルギー】 

利用可能量(MWh/年)＝波力エネルギー*1
×海岸保全区域延長*2

 

×設置可能割合*3
×8,760h×変換効率*4 

*1：9.6 MW/km   *2：137km 

*3：0.03         *4：0.36 

 

*1：日本周辺における波パワーの特性と
波力発電（港湾技術研究所） 

*2：県土木部資料 

*3,4：環境省「海洋エネルギー導入見込量
について」 
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賦存量は、太陽エネルギーが 3,584,000TJ と最も多く、
県内 CO2排出量の約 28倍を削減できる量であった。次い
で、風力エネルギーであり、県内 CO2排出量の 1.2倍を削
減できる量であった。また、波力エネルギーの賦存量も比
較的多く、県内 CO2排出量の約 7 割を削減できる量であ
った。 
一方、畜産系バイオマス、し尿処理汚泥および下水処理

汚泥の賦存量は少なく、その CO2削減効果は 0.1％以下で
あった。 
 

３．２ 利用可能量の算出結果 
３．２．１ 太陽エネルギー  
(1) 太陽光発電 
太陽光発電の設置条件として 5つのケースを設定し、そ

の条件別に利用可能量を算出した。なお、設定条件の考え
方は表 5のとおりである。 
また、設定条件に応じた設置容量（kW）の算出方法を

表 6に示す。当該算出方法より求めた設置容量をもとに算
出した条件別の利用可能量は表 7のとおりである 

全条件における総発電電力量は約 11 万世帯分の電力量
に相当する 779,450MWh（賦存量の 0.2％）であり、県内
CO2排出量の 4.2%を削減できる量であった。条件別では、
延べ床面積150㎥以上の持ち家住宅や1,500㎥以上の耕作
放棄地に太陽光発電を設置した場合に大きな発電電力量
が期待できる結果であった。 
 

表 5 設定条件の考え方 
条   件 設定条件の考え方 

【条件１】 

延べ床面積 150㎡以上の持ち家住宅 

住宅の一般的な設置規模 4kWを設置するためには
約 60 m2 の屋根面積が必要なため、延べ床面積
150m2以上の住宅とする。 

借家では設置が困難なため持ち家とする。 

【条件２】 

全公共施設〔全学校〕  

行政施策としての率先導入 

【条件３】 

全コンビニエンスストアー 

大手コンビニエンスストアー4 社が太陽光発電の
導入拡大の方針を打ち出している。 

【条件４】 

従業員 50人以上の事業所の 75％ 

事業所（第 1種エネルギー管理指定工場）アンケー
ト調査において、導入意向を持っている事業者が全
体の 74％を占めていた。 

【条件５】 

1,500m2以上の耕作放棄地 

国の導入ポテンシャル試算における設定条件に、
1,500㎡以上の耕作放棄地への設置を挙げている。

 
 

 
表 6 設置容量の算出方法 
【条件 1】 

持ち家件数＊１（件）×延べ床面積 150㎡以上住宅の割合＊２
×平均設置規模＊３（kW/件）

＊1：200,900件（2008年 10月…福井県統計年鑑） 

＊2：41.1％  （Ｈ20年住宅・土地統計調査結果） 

＊3：4.29kW  （環境政策課資料：補助事業実績より） 

【条件 2】 

公共施設〔全学校〕件数＊１（件）×平均設置規模＊２（kW/件） 

＊1：1,756件〔525件〕（2010年 5月…福井県統計年鑑） 

＊2：7.76kW     （県・市町施設設置実績…環境政策課資料） 

【条件３】 

事業所数＊１（件）×平均設置規模＊２（kW/件） 

   ＊1：256件 （H19年福井県商業統計調査） 

＊2：10kW （大手 4社の平均的な設置規模） 

【条件４】 

事業所数＊１（件）×設置率（0.75）×設置規模＊２（kW/件） 

＊1：1,051件（H21年 7月…福井県統計年鑑） 

＊2：50kW （アンケート調査で最も導入実績の多い設置規模） 

【条件５】 

耕作放棄地面積＊１（㎡）×1,500㎡以上の耕作放棄地の割合＊２
÷1kW当たり必要設置 

面積＊
3（㎡/kW）          

＊1：8,500,000㎡（2010年世界農林業センサス） 

＊2：0.8（2005年農林業センサスの耕作放棄地面積規模別経営体数から試算） 

＊3：15㎡/kW （平成 22年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書） 

 
 

 

表 7 利用可能量（太陽光発電） 
条 件 

発電電力量 

（世帯換算） 

電力熱量換算 

（原油換算） 

CO2換算 CO2削減効果

【条件 1】 

延べ床面積 150 ㎡以
上の持ち家住宅 

319,870MWh

(45,050世帯)

3,080 TJ 

(80,630 kl) 

150,340tCO2 1.7% 

【条件 2】 

全公共施設  

12,310MWh

(1,730世帯)

118 TJ 

(3,090 kl) 

5,780tCO2 0.07% 

【条件 2－2】（内数） 

全学校 

<3,680MWh>

(520世帯)

<35 TJ> 

(920 kl) 

<1,730tCO2> <0.02%> 

【条件 3】 

全コンビニ 

2,310MWh

(325世帯)

22 TJ 

(580 kl) 

1,090tCO2 0.01% 

【条件 4】 

従業員 50人以上の 

事業所の 75% 

35,590MWh

(5,000世帯)

343 TJ 

(8,980 kl) 

16,730tCO2 0.2% 

【条件 5】 

1,500m2以上の耕作 

放棄地 

409,370MWh

(57,660世帯)

3,942 TJ 

(103,200 kl) 

192,400tCO2 2.2% 

計 

（条件 2－2除く） 

779,450MWh

(109,765世帯)

7,505TJ 

(196,480kl) 

366,340tCO2 4.2% 

 
 

 

(2) 太陽熱利用 
 県内の持ち家（200,900 件…福井県統計年鑑：2008 年
10 月）の 5 割に、一般的な規模である集熱面積 3m

2の太
陽熱温水器を設置した場合の利用可能量を算出した。 
算出結果は表 8のとおりである。 
太陽熱温水器で得られる熱量は 660TJであり、県内CO2

排出量の 0.5%を削減できる量であった。 
 
表 8 利用可能量（太陽熱利用） 

条  件 

熱  量 

(原油換算) 

CO2換算 CO2削減効果

全持ち家住宅の 5割 

（規模：集熱面積 3m2）
   660 TJ 

 (17,280 kl) 

  45,270tCO2  0.5% 

 
 

 ３．２．２ 風力エネルギー 
 2005 年以降に北陸三県で稼動している風力発電所の平
均規模（10.7MW）を参考に、図１の風況マップから風力
発電に良好な風が期待できる 9 箇所に 10MW 級風力発電
所を設置すると仮定した場合の利用可能量を算出した。算
出結果は表 9のとおりである。 
 風力発電で得られる発電電力量は、22,650 世帯分の電
力量に相当する 160,830MWh（賦存量の 0.7%）であり、
県内 CO2排出量の 0.9%を削減できる量であった。 
 
表 9 利用可能量（風力発電） 

条 件 

発電電力量 

（世帯換算） 

電力熱量換算 

（原油換算） 

CO2換算 

CO2削減
効 果 

10MW級風力発電所 9箇所 160,830MWh 

(22,650世帯) 

 1,550TJ 

(40,550kl) 

75,590tCO2 0.9% 

 
 

 
３．２．３ 木質系バイオマス 
 木質系バイオマスの利用可能量については、林地残材
（切捨て間伐等）と木質廃材（木屑や剪定枝）に分けて算
出した。算出結果は表 10のとおりである。 
 また、算出した熱量をもとに、チップボイラー（500kW)
またはペレットストーブ(5kW)の燃料として利用した場
合、何台分の燃料に相当するかを併せて試算した。 
 林地残材および木質廃材から得られる合計熱量は
225TJ（賦存量の 9.3%）であり、県内 CO2排出量の 0.18%
が削減できる量であった。また、チップボイラー50 台分
またはペレットストーブ 12,680 台分の燃料に相当する量
であった。 
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表 10 利用可能量（木質系バイオマス） 
項 目 

熱 量 

(原油換算) 

CO2換算 

CO2削減 

効 果 

ﾁｯﾌﾟﾎﾞｲﾗｰ(500kW)換算
ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ(5KW)換算 

林地残材 

（切り捨て間伐等） 
  105 TJ 

(2,750 kl) 

7,200tCO2 0.08% 

ﾁｯﾌﾟﾎﾞｲﾗｰ ：    23台 

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ： 5,900台 

木質廃材 

（木くず・剪定枝） 
  120 TJ 

(3,140 kl) 

8,230tCO2 0.10% 

ﾁｯﾌﾟﾎﾞｲﾗｰ ：    27台 

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ： 6,780台

計 

  225 TJ 

(5,890 kl) 

 15,430tCO2 0.18% 

ﾁｯﾌﾟﾎﾞｲﾗｰ ：    50台 

ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ：12,680台
 

  
３．２．４ 雪氷熱エネルギー 
雪貯蔵庫の設置条件として 3つのケースを設定し、条件 

別に利用可能量を算出した。なお、条件設定の考え方は表
11のとおりである。 
また、条件別の雪量の算出方法を表 12に示す。 

 当該算出方法から求めた雪量をもとに算出した条件別 
の利用可能量は表 13 のとおりであり、全条件における合
計熱量は 70TJ（賦存量の 0.4%）であり、県内 CO2排出量
の 0.06%を削減できる量であった。 
 
表 11  条件設定の考え方 

条   件 設定条件の考え方 
【条件１】 

全カントリーエレベータ 

米の品質確保のためには低温貯蔵が必須であることから、米倉
庫の冷房システムに活用する。 

【条件２】 

全中学校・高校 

行政施策としての率先導入。他県での導入事例あり。 

【条件３】 

小売業（従業員 30人以上） 

小売業施設（スーパー等）は駐車場等の除雪は欠かせないこと
から、除雪した雪を有効利用する。 

本県の従業員 30人以上の小売業の平均売場面積が約 1,000 m
2

（福井県商業統計調査）であり、NEDO再生可能エネルギー技
術白書での設定施設規模（冷房面積）の 1,000m

2と一致する。
 

 

 
表 12  雪量の算出方法 

条  件 雪量の算出手法 

【条件１】 

全ｶﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀ 
施設数＊１

×1施設当たりの雪量＊２
   

＊1：29件（各 JA施設） 

＊2：300t（NEDO再生可能エネルギー技術白書）…（米 600t貯蔵可）

【条件２】 

全中学校・高校 
中学校・高校数＊１

×1施設当たりの雪量＊２
     

＊1：124校（2010年 5月…福井県統計年鑑） 

＊2：800t（NEDO再生可能エネルギー技術白書）…（冷房面積 2,000m
2）

【条件３】 

小売業（従業員
30人以上） 

事業所数＊１
×1施設当たりの雪量＊２

  

 ＊1：215件（H19年福井県商業統計調査） 

＊2：400t（NEDO再生可能エネルギー技術白書）…（冷房面積 1,000m
2）

 
 

 
 表 13  利用可能量（雪氷熱エネルギー） 

条   件 

熱 量 

(原油換算) 

CO2換算 CO2削減効果
【条件 1】 

全カントリーエレベータ 

   3 TJ 

  (80 kl) 

210tCO2  0.002% 

【条件 2】 

全中学校・高校 

  36 TJ 

 (940 kl) 

 2,460tCO2  0.03% 

【条件 3】 

小売業（従業員 30人以上） 

  31 TJ 

 (810 kl) 

 2,120tCO2     0.03% 

計 

  70 TJ 

(1,830 kl) 

 4,790tCO2 0.06% 

 
 

 
３．２．５ 波力エネルギー 
 表 2 の算出方法から求めた波力発電による利用可能量
は表 14のとおりであり、その発電電力量は 17,525世帯分
の電力量に相当する 124,430MWh（賦存量の 1%）で、県
内 CO2排出量の 0.7%を削減できる量であった。 
 
表 14  利用可能量（波力発電） 

項 目 

発電電力量 

（世帯換算） 

電力熱量換算 

（重油換算） 

CO2換算 CO2削減効果

波力発電 

124,430
 

MWh 

(17,525世帯) 

1,200 TJ 

(31,360 kl) 

58,480tCO2 0.7％ 

 
 

 

 

３．２．６ 利用可能量のまとめ 
 各エネルギー毎に算出した利用可能量の一覧を表 15 に
示す。 
 期待できる利用可能量が最も大きいエネルギーは太陽
エネルギー（太陽光発電）であり、次いで風力エネルギー、
波力エネルギーの順であった。 
利用可能量の合計熱量は 11,210TJであり、県内 CO2排

出量の 6.6％の削減に寄与できる量であった。 
 

表 15  利用可能量の算出結果一覧 
  

熱 量 

（原油換算） 

発電電力量 

（世帯換算） 

CO2削減 
効 果 

賦存量に 

対する割合
太陽エネルギー 

(太陽光発電） 

7,505TJ

（196,480kl）
   779,450MWh 

   (109,765世帯） 

4.2% 0.2% 

太陽エネルギー 

(太陽熱利用） 

660TJ 

  （17,280kl） ― 0.5% <0.1% 

風力エネルギー 

1,550TJ 

  （40,550kl）
   160,830MWh 

    (22,650 世帯） 

0.9% 0.7% 

木質系バイオマス 230TJ 

   （5,890kl） ― 0.2% 9.3% 

雪氷熱エネルギー 70TJ 

（1,830kl） ― 0.1% 0.4% 

波力エネルギー 

1,200TJ

（31,360kl）
   124,430MWh 

    (17,525 世帯） 

0.7% 1.0% 

合   計 

  11,260TJ 

   (294,57kl) 

  1,064,710MWh 

   (149,940世帯） 

6.6% ― 

 
 

 
３．３ 利用実態等 

太陽光発電、風力発電および木質系バイオマスについて、
補助事業の実績や事業所へのアンケート調査等から把握 
できた県内の利用実態（導入容量）は表 16 のとおりであ
る。なお、導入容量から年間発電電力量等を推定し、当該
推定値の利用可能量に対する割合（利用率）も併せて同表
に示した。 

太陽光発電の導入容量（2012年度末）は 28,155kW で
あり、利用率は 3%であった。今後の計画として、福井市等
においてメガソーラーの設置計画がある。 
 風力発電の導入容量は 20,000kWであり、利用率 22%で
ある。今後の計画として、坂井市等において複数の
2,000kW級風車の設置構想がある。 
 木質系バイオマスについては、「福井県木質バイオマス
利用実態調査業務報告書」9)において把握されている木質
系ボイラー・ストーブの設置台数をもとに、ボイラーおよ
びストーブの規模容量を 500kW、5kWと仮定して容量を
推定した。その推定値は 11,955kWであり、利用率は 47%
である。今後の計画として、大野市等において 5,000kW

級以上の木質バイオマス発電の設置計画がある。 
 
表 16  利用実態 

項  目 導 入 容 量 利用率

太陽光発電 

住      宅 22,556kW （5,254件） 
－ 公 共 施 設 923kW （ 119件） 

事 業 所等 3,676kW （  15件） 
耕作放棄地 1,000kW （   １件） 

計 28,155kW  3%

風力発電 事 業 所 等 20,000kW 22%

木質系バイオマス＊
ボ イ ラ ー       11,500kW 

― ス ト ー ブ 455kW 

計 11,955kW 47%

＊北陸電力㈱敦賀火力発電所のバイオマス混焼は除く 
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４．まとめ 
 
最新の統計データや行政機関等から入手した資料等を

用いて、各再生可能エネルギーの県内における賦存量およ
び利用可能量（設定条件における期待量）を算出した結果、
以下のとおり、各エネルギーともそれぞれの視点から、本
県において有効なエネルギーになり得ると考えられた。 
なお、木質系バイオマスについては、利用可能量の約 5

割がすでに利用されており、また、今後の導入計画もある
ことから、新たな利用可能量の創出が望まれるエネルギー
であると思われる。 
・太陽エネルギーは賦存量、利用可能量ともに最も大きな 

エネルギーであり、現状の導入容量も大きく事業所の導
入意向も高いことから、当面、本県における再生可能エ
ネルギーの基幹エネルギーとして期待できる。 

・風力エネルギーは、騒音やバードストライク等の課題が
あるものの、賦存量、利用可能量とも太陽エネルギーに
次いで多く、利用が期待できるエネルギーである。 

・雪氷熱エネルギーは、利用可能量はそれほど多くないも
のの、北海道や東北等で米や食品の保存用に多くの雪利
用施設が導入されていることから 10)、本県においても商
品のブランド化の観点等から利用価値のあるエネルギ
ーである。 

・波力エネルギーは、県内での導入実績は無いが、現在、 
敦賀市や越前町で波力発電の実証研究が開始されてお
り、賦存量、利用可能量も比較的多いことから、今後の
技術開発によって本県における利用が期待できるエネ
ルギーである。 

   

 

なお、平成 26 年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本
計画では、国がこれまで示してきた「2030 年の発電電力
量に対する再生可能エネルギー等の割合を約 2割」の水準
を更に上回る導入を目指すこととしており、今後、より一
層の再生可能エネルギーの導入促進に向けて、大胆な政策
的誘導や更なるコスト低減化技術および新技術の開発等
が求められる。 
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福井県における PM2.5成分分析結果について 

 

福島綾子・吉川昌範 

 

Analysis of Fine Particulate Matter (PM2.5) in the Atmosphere of Fukui  

 

Ayako FUKUSHIMA, Masanori YOSHIKAWA 

 

 

１．はじめに  
 

大気中の微小粒子状物質(PM2.5)は呼吸器系や循環器
系に対する健康影響が懸念されており、2009 年 9 月に環
境基準が設定された(1年平均値 15μg/m

3、1日平均値 35

μg/m
3
)。 

また、環境省は 2011 年 7 月に PM2.5 成分分析のガイ
ドラインを定め、効果的な PM2.5 対策の検討のため、質
量濃度に加えて成分分析の実施を求めている 1)。 

当センターでは平成 25年度から県内 2地点で成分分析
調査を開始し、質量濃度、イオン成分濃度、炭素成分濃度、
無機元素濃度を分析した。 

本報では、平成 25年度の調査結果から、PM2.5中の成
分の季節変動や発生源について考察した結果を報告する。 
 

２．方法 
 
２．１ 試料採取 

 環境省の設定した統一試料捕集期間に併せて、年 4 季、
各季 2週間連続の調査を行った。 

(1) 調査地点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) 調査日 

春季 平成 25年  5月 8日(水)  ～ 5月 22日(水)

夏季 平成 25年  7月 24日(水) ～  8月 7日(水)

秋季 平成 25年 10月 23日(水)  ～ 11月 6日(水)

冬季 平成 26年  1月 22日(水)  ～  2月 5日(水)

※サンプラー動作不良のため、福井局の 10月 23日の
調査は欠測とした。 

(3) サンプリング時間 
サンプリング時間は朝 10：00～翌朝 10：00とした。 
 

(4) 試料採取 
試料採取には大気用シーケンシャルサンプラー

(Thermo Scientific社製 2025i)を用い、イオン成分およ 

び炭素成分分析用フィルターとして石英繊維フィルター
(Pall社製 2500QAT-UP)、質量濃度測定用フィルターとし
て PTFEフィルター(Pall社製 Teflo)を使用した。 

 

２．２ 分析法 

環境省「大気中微小粒子状物質(PM2.5)成分測定マニュ
アル」2）に準拠して分析した。 

(1) 質量濃度 
試料採取前および採取後の PTFE フィルターを室温

21.5±1.5℃、湿度 35±5％の恒温恒湿室に 24時間以上放置
した後、精密天秤を使用して 1µgの単位まで秤量した。 

(2) イオン成分 
石英繊維フィルターの 1/2 を分析に使用し、超純水

20mL で 15 分間超音波抽出した後、イオンクロマトグラ
フで測定した。 

〈調査項目〉 

アニオン：SO4
2-、NO3

-、Cl
-
 

カチオン：NH4
+、Na

+、K
+、Ca

2+、Mg
2+
 

(3) 炭素成分 
石英繊維フィルターをφ8mm のポンチでくり抜き、炭

素分析装置(柴田科学社製 DRI)を使用して分析した。 

〈調査項目〉 

OC(有機性炭素)、EC(元素状炭素) 

(4) 無機元素成分 
 PTFEフィルターの 1/2を分析に使用し、マイクロウェ
ーブ酸分解後、分解溶液を濃縮および定容し、ICP-MSで
測定した。 

〈調査項目〉 

Na、Al、K、Ca、V、Cr、Mn、Fe、Co、Ni、Cu、
Zn、As、Se、Rb、Mo、Sb、Ba、La、Th、Pb 

 

※下記の成分については、二重測定結果が不良であったた
め、欠測とした。 

大野局：春季 Sb、冬季 Ba 

  

３．結果と考察 
 
３.１ 季節別成分濃度および季節別成分組成 
季節別成分濃度と季節別成分組成を図 1、図 2に示す。 
なお、大野局の夏季調査について、質量濃度は PM2.5

自動測定機の 1 時間値から算出した日平均値を参考値と
して採用し、無機元素成分は欠測とした。 

福井局と大野局の成分組成は、質量濃度の測定方法が異
なる夏季を除いて類似していた。 

ノート 

福井局、大野局 
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３.１.１ 質量濃度 

調査期間中の PM2.5質量濃度は、福井局、大野局とも
に夏季に高く、冬季に低い結果となった。また、同地点で
の PM2.5 自動測定機の質量濃度と比較すると、福井局、
大野局ともに良い相関を示し、自動測定機と比べ、成分分
析の質量濃度は 2~3割程度低くなる傾向がみられた(図 3)。 

 

３.１.２ イオン成分 

PM2.5 中のイオン成分は、福井局で 49%(秋季 )～
62%(夏季)、大野局で 45%(夏季)～54%(春季)を占め、福井
局、大野局ともに全ての季節で硫酸イオンの占める割合が
最も高かった。季節毎に比較すると、硫酸イオン濃度は夏
季に最も高く、硝酸イオンは冬季に高くなる傾向がみられ
た。 

福井局および大野局の硫酸イオンおよび硝酸イオン当
量の和とアンモニウムイオン当量の相関を図 4に示す。 

硫酸イオンおよび硝酸イオン当量の和は、アンモニウム
イオン当量と 1：1のバランスがとれていることから、硫
酸イオンは主に硫酸アンモニウム粒子として存在し、硝酸
イオンは主に硝酸アンモニウム粒子として存在している
ことが明らかとなった。 

硝酸アンモニウム粒子は、高温でガス化に平衡が傾くこ
とが知られている。冬季に硝酸イオンが高くなる要因とし
て、冬季は気温が低く、粒子化に平衡が傾くことが影響し
ていると考えられる。 

PM2.5 中の硫酸イオンおよび硝酸イオンと大気常時監
視データの相関係数を表 1に示す。 

大気中の硫黄酸化物は光化学反応を受けて硫酸イオン
を生成し、大気中の窒素酸化物は光化学反応を受けて硝酸
イオンを生成する。また、オキシダントは硫酸イオンや硝
酸イオンと同様に、光化学反応を受けて生成する。表 1

の硫酸イオン濃度とオキシダント濃度に着目すると、春季
および夏季に有意な相関がみられ、夏季に硫酸イオン濃度
が高くなる要因として、光化学反応による二次生成が寄与
していることが示唆された。また、硫酸イオン濃度と大気
中の二酸化硫黄濃度については、大野局のみ春季、秋季、
冬季において有意な相関がみられたが、今回の結果だけで
は関係性を判断することはできなかった。 

図 4 硫酸イオンおよび硝酸イオン当量の和と 
アンモニウムイオン当量の相関
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図 1 季節別成分濃度 

図 2 季節別成分組成 

図 3 自動測定機の質量濃度との比較 
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また、窒素酸化物濃度および硝酸イオン濃度はともに
冬季に高く、福井局・大野局ともに冬季に良い相関がみら
れたことから、冬場の硝酸イオン濃度の上昇は、気温の低
下に加えて、暖房器具の使用や逆転層の形成による地域的
な大気中の窒素酸化物濃度の上昇の影響を受けているこ
とが示唆された。 

福井局 相関係数(r) 
春 夏 秋 冬 

SO4
2-：SOx 0.61 0.30 0.63 0.44 

NO3
- ：NOx 0.61 0.63 0.35 0.89

*

SO4
2-：Ox 0.77

*
 0.84

*
 0.10 0.03 

 

大野局 相関係数(r) 
春 夏 秋 冬 

SO4
2-：SOx 0.66

*
 0.28 0.80

*
 0.71

*

NO3
-：NOx 0.62 0.42 0.42 0.73

*

SO4
2-：Ox 0.73

*
 0.78

*
 0.32 0.03

             *危険率 1%で有意な相関 

３.１.３ 炭素成分 

PM2.5中の炭素成分は、福井局で15%(夏季)～33%(冬
季)、大野局で15%(夏季)～32%(冬季)を占めていた。OC・
ECともに冬季に組成に占める割合が最も高くなり、夏季
に低くなる傾向がみられた。冬季に高くなる要因として、
暖房器具等の燃焼由来の影響が考えられる。 

OCとECの相関を図5、OCとECの組成を図6に示す。
OCは主にVOCから二次生成され、ECは化石燃料の不完
全燃焼等によって排出される。OCとECの濃度は相関がみ
られ、年間を通じてOCとECの組成比の変動は小さかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.１.４ 無機元素成分 

福井局における季節別無機元素成分濃度および組成を
図 7、図 8に示す。 

PM2.5 中の無機元素成分 21 成分は福井局で 2%～3%、
大野局で 2%を占め、全ての季節で Na、Al、Ca等、土壌
や海塩に含まれる成分の占める割合が高かった。季節毎に
比較すると、秋季に最も総濃度が高く、他の季節と比較し
て Kが高濃度であった。 

 

 

 

 

 

大陸からの長距離輸送の指標となる無機元素として、日
置らは、Pb/Zn等の濃度比によって移流の推定が可能であ
ると報告している 3)。過去の有鉛ガソリンの使用状況から、 
大陸由来の寄与が大きい場合、Pb/Zn 比が高くなり(文献
値：0.5～0.6)、国内由来の寄与が大きい場合は Pb/Zn 比
が低くなる(文献値：0.2～0.3)と推定している 4,5)

 。 

また、福岡市の木下らは煙霧時に PM2.5の Pb/Zn比が
高くなったことを報告している 6)。 

福井局の PM2.5質量濃度と Pb/Zn比を図 9に示す。調
査期間中、PM2.5質量濃度が日平均基準 35μg/m

3を超え
た 5 月 13 日と 7 月 27 日の 2 日間は共に Pb/Zn 比が 0.5

～0.6の範囲に含まれ、大陸からの移流の影響を受けてい
る可能性が示唆された。 

長距離輸送の影響と PM2.5 質量濃度について関係性を
判断するためには、今後さらにデータを蓄積していく必要
がある。 

 

表 1 常時監視データとの相関 

図 5 OC と EC の相関 

図 6 OC と EC の組成比 

図 8 季節別無機元素成分組成 

図 7 季節別無機元素成分濃度 
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３.２ 各成分濃度の相関 

福井局における PM2.5中の各成分濃度の相関を表 2に
示す(試料の10％以上が検出下限値未満となった成分は除
外)。 

無機元素成分については、土壌由来、鉄鋼業由来、廃棄
物由来等の複数の成分で相関がみられた。特に Zn、As、
Se、Rb、Pbについては、多数の人為由来の無機元素成分
および二次生成由来の寄与が大きいと推定される硫酸イ
オンおよびアンモニウムイオンとの相関がみられ、共通の
発生源の影響を受けている可能性が示唆された。 

 

３.３ 地点間の比較 
福井局と大野局の質量濃度、イオン成分および炭素成分

の相関係数および傾きを表 3に示す(試料の 10％以上が検
出下限値未満となった成分は除外)。 

質量濃度、硫酸イオンおよびアンモニウムイオンは相関
が高く、広域的な汚染の影響を受けていることが示唆され
た。Na、K 等の海塩由来成分や炭素成分等は比較的相関
が低く、地域由来の発生源の影響を受けていると考えられ
る。 

 

 

 

 

全ての成分で大野局/福井局の回帰直線の傾きが 1 未満
となり、福井局と比較すると、大野局の各成分濃度は低い
傾向がみられた。福井局と大野局の地理的条件の違いや、
近傍の発生源の有無が影響していると考えられる。 

 
表 3 福井局と大野局の比較     (n=55) 

 
 
 

成分 相関係数 
(r) 

回帰直線の傾き 
大野局 
福井局 

質量 0.95 0.85 

 
イ
オ
ン
 

SO4

2-
 0.81 0.92 

NO3

-
 0.80 0.84 

NH4

+
 0.81 0.92 

Na
+
 0.46 0.67 

K
+
 0.53 0.50 

炭
素

OC 0.64 0.69 

EC 0.62 0.64 

SO4 NO3 NH4 Na K OC EC Al Ca V Mn Fe Cu Zn As Se Rb Sb Ba Pｂ
SO4 1
NO3 -0.25 1
NH4 0.99 -0.14 1
Na 0.36 0.00 0.34 1
K 0.67 0.05 0.69 0.36 1
OC 0.21 0.40 0.28 0.06 0.54 1
EC 0.54 0.28 0.60 0.11 0.68 0.76 1
Al 0.42 -0.02 0.43 0.07 0.53 0.48 0.50 1
Ca 0.56 -0.14 0.56 0.11 0.59 0.46 0.55 0.85 1
V 0.63 -0.21 0.62 0.19 0.27 0.09 0.44 0.20 0.35 1
Mn 0.56 0.13 0.62 0.08 0.72 0.59 0.79 0.59 0.69 0.38 1
Fe 0.69 -0.06 0.72 0.10 0.70 0.52 0.64 0.75 0.84 0.37 0.82 1
Cu 0.50 -0.12 0.52 0.11 0.58 0.40 0.57 0.46 0.60 0.34 0.59 0.60 1
Zn 0.76 -0.16 0.77 0.20 0.73 0.33 0.63 0.49 0.67 0.57 0.77 0.77 0.61 1
As 0.83 -0.09 0.84 0.25 0.73 0.31 0.69 0.50 0.59 0.55 0.71 0.71 0.67 0.82 1
Se 0.93 -0.22 0.93 0.29 0.62 0.15 0.55 0.35 0.49 0.64 0.58 0.64 0.55 0.77 0.91 1
Rb 0.82 -0.01 0.84 0.27 0.87 0.41 0.68 0.63 0.69 0.42 0.82 0.85 0.65 0.86 0.89 0.82 1
Sb 0.17 0.34 0.23 -0.15 0.13 0.36 0.45 0.07 0.13 0.25 0.39 0.21 0.23 0.21 0.27 0.21 0.20 1
Ba 0.30 -0.18 0.28 0.02 0.52 0.23 0.34 0.27 0.35 0.19 0.28 0.26 0.70 0.35 0.44 0.35 0.40 0.09 1
Pｂ 0.85 -0.10 0.87 0.25 0.80 0.31 0.67 0.57 0.65 0.51 0.80 0.81 0.66 0.87 0.93 0.87 0.97 0.22 0.40 1

海塩 廃棄物 土壌 土壌 石油燃焼 鉄鋼工業 道路 ブレーキ タイヤ 廃棄物 ブレーキ ブレーキ
廃棄物 野焼き 道路 道路 ブレーキ 鉄鋼業 鉄鋼業

鉄鋼業 鉄鋼業 廃棄物 廃棄物
相関係数0.7以上

主な発生源

表2 各成分濃度の相関                                       (n=55)

図 9 Pb/Zn 比と PM2.5 質量濃度 

Pb/Zn=0.5～0.6 

日 

月 

 

日 

月 
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図 10 質量濃度に対するイオン成分・炭素成分組成比

③ 
図 11 質量濃度に対する無機元素成分組成比

 ②  ③  ①  

図 13 季節毎の発生源寄与率 

図 12 季節毎の発生源寄与濃度 

３.４ 質量濃度による成分組成の違いについて 
福井局における成分分析結果を質量濃度に対して下記

の通りに分類し、それぞれの成分組成を比較した。 

 

① 年平均基準値以下 

≦15μg/m
3 (n=33) 

② 年平均基準値超～日平均基準値以下 

＞15μg/m
3
~≦35μg/m

3 
 (n=20) 

③ 日平均基準値超 

>35μg/m
3 
 (n=2) 

 

 

①～③のイオン成分および炭素成分の成分組成を図 10、
無機元素成分の組成を図 11に示す。 

①、②、③の順に、硫酸イオンの占める割合が高くなり、
高濃度日には硫酸イオンの寄与が大きいことが明らかと
なった。また、図 11 から、①、②、③の順に、主に鉄鋼
業等、人為由来の成分である Feの占める割合が高くなり、
海塩由来成分である Naの占める割合が低くなった。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

３.５ 発生源寄与の推定 
CMB法を用いて福井局における季節毎の発生源寄与濃

度および発生源寄与率を推定した結果を図 12、図 13に示
す。 

解析には東京都微小粒子状物質検討会報告書で報告さ
れた発生源プロファイルを使用した 7)。 
CMB法は一次粒子の発生源寄与割合を算出するもので

あるので、二次生成由来の寄与が含まれる硫酸イオン、硝
酸イオン、塩化物イオン、アンモニウムイオンおよび OC

は発生源プロファイルから除外した。また、測定を行って
いない Sc および Br についても発生源プロファイルから
除外し、EC，Na，K，Ca，Al，V，Cr，Mn，Fe，Zn，
As，Se，Sb，Laの 14成分を用いて解析を行った。 

二次生成由来の寄与は、実測平均濃度から一次粒子とし
て割り当てられた硫酸イオン、硝酸イオン、アンモニウム
イオン、OCの濃度を差し引いて算出した。また、有機粒
子は、二次生成由来として割り当てられた OCに有機物濃
度への変換係数(1.4)をかけたものとした。 

発生源寄与割合は、全ての季節で二次生成粒子の寄与が
60％以上を占め、一次粒子では自動車排ガスの寄与が最
も高く、8.4%～15%を占めた。二次粒子由来の寄与が大
きく、一次粒子では自動車排ガスの寄与が最も大きいこと
は、他県における調査結果と一致していた 8－10)。 
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４．まとめ 
 

・福井局および大野局における PM2.5成分分析調査の結
果、イオン成分が高い割合を占め、イオン当量濃度から
硫酸アンモニウム粒子および硝酸アンモニウム粒子と
して存在していることが明らかとなった。 

・常時監視データとの比較から、夏季に硫酸イオン濃度が
高くなる要因として、光化学反応による二次生成が寄与
していることが示唆された。また、冬季の硝酸イオン濃
度の上昇は、気温の低下に加えて、暖房器具の使用や逆
転層の形成による地域的な大気中の窒素酸化物濃度の
上昇の影響を受けていることが示唆された。 

・高濃度時には硫酸イオンの寄与が大きく、長距離輸送の
指標となる Pb/Zn比から、調査期間中、日平均基準であ
る 35µg/m

3を超えた 2日間については、大陸からの移流
の影響を受けていることが示唆された。 

・CMB法を用いて発生源寄与割合を推定した結果、二次
生成粒子の寄与が最も高く、一次粒子では自動車排ガス
の占める割合が最も高かった。 
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